『創価経営論集』第43巻第1号全文 by unknown
創価経営論集
第43巻　第１号　2019年2月
佐久間信夫教授退任記念論文集の発行に寄せて ......................................................... 栗 山　直 樹 （  1  ）
資料に見るパナソニックの戦中・戦後期 ..................................................................... 小 松　　 章 （  3  ）
組織のナラティブ・アプローチ ..................................................................................... 高 橋　正 泰 （ 19 ）
中小企業におけるサービス・イノベーションに関する一考察 
～株式会社による認可保育所事業への参入事例を中心に～  ................................ 井 上　善 海 （ 33 ）
コーポレート・ガバナンスの研究方法　 
―経済的目的と制度研究の相克―  ........................................................................... 亀 川　雅 人 （ 49 ）
制度の変更と文化的不整合　 
―進行する働き方改革を中心に―  ........................................................................... 大 平　義 隆 （ 63 ）
場についての論考　―バーナードへの接近― ............................................................. 石 井　泰 幸 （ 73 ）
グローバリゼーション下のコーポレート・ガバナンス論再考 
―日産自動車の事例から考える―  ............................................................................ 三和  裕美子 （ 91 ）
日韓間技術協力の変化と特徴に関する一考察 ............................................................. 李　　 鴻 培 （111）
韓国化粧品企業の免税店販売増加の要因  ..................................................................... 李　　 賑 培 （129）
Marketing Renewable Energy 
― Current State and Challenges  .........................................................................  Carsten  Herbes （141）
M & Aマネジメントの実践的課題 
―いかにM & Aによって競争優位を得るのか―  ................................................... 中 村　公 一 （163）
中小企業のCSRとリーダーシップに関する予備的考察 
―社会的に責任あるリーダーシップとその承継に関する研究―  ....................... 矢 口　義 教 （175）
ドイツ上場企業の監査役指名委員会と共同決定制度  ................................................. 村 田　大 学 （193）
佐久間信夫名誉教授の略歴  .................................................................................................................... （205）
佐久間信夫名誉教授の研究業績一覧  .................................................................................................... （209）
ISSN   0385-8316












































































　パナソニックが株式会社として設立を見たのは、前述のように 1935（昭和 10）年 12 月である。
それまで個人企業であった松下電気器具製作所の各事業部門に対応して９つの株式会社を設立
し、それらを統轄する純粋持株会社として松下電器産業株式会社が設立された。同社の資本金額
は 1,000 万円で、同社を含むグループ全体の資本金額合計は 2,610 万円であった。株式会社を設
立した目的について、松下幸之助は、設立日である昭和 10 年 12 月 15 日付の「松下電器所内新


































（１）1941（昭和 16）年 11 月株主名簿
　現在、パナソニック本社の社史室に保管され
ている同社の最も古い株主名簿は、「昭和 16 年
11 月 30 日現在」のものである（資料１参照）。パ




































（２）1942（昭和 17）年 11 月株主名簿












　1943（昭和 18）年については５月 31 日現在という半年刻みの株主名簿がある。総株数は 20
万株、株主人員は 363 名。全体を通じて株主名に目立った変化は見られない。また上位 10 大株
主の顔ぶれと順位は前年 11 月と同じである。松下幸之助の持株数は 121,235 株で、持株比率は
60.6% である。
　
表１　大株主上位 10 名（昭和 16 年 11 月 30 日現在）
順位 氏名 保有株数 持株比率（%）
1 松下　幸之助 148,190 74.10
2 井植　逞雄 17,600 8.80
3 亀山　武雄 10,800 5.40
4 酒井　朋三 5,000 2.50
5 松本　亀太郎 3,500 1.75
6 山田　福壽 3,000 1.50
7 増井　松治郎 1,500 0.75
8 平岡　治平 700 0.35
9 中尾　哲二郎 630 0.32
10 井植　祐郎 520 0.26
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（４）1943（昭和 18）年 11 月株主名簿
　ここでは、総株数は 20 万株、株主人員は 376 名。上位 10 大株主の顔ぶれと順位は引き続き
前年 11 月から同じである。ただし、松下幸之助は株式を若干買い戻しており、持株数は 122,765
株で、持株比率は 61.4% となっている。
　
（５）1944（昭和 19）年 11 月株主名簿
　パナソニックは 1944（昭和 19）年 11 月 22 日に新株を発行し倍額増資を行って、資本金額を
それまでの 1,000 万円から 2,000 万円に増強した。軍の要請を受けて軍需生産を拡充するためで
ある。続いて、11 月 28 日に、「人的不足の緩和と既設設備の結合による高度活用を計るため」、
子会社のうち電気機器製造部門である松下無線株式会社（資本金 1,430 万円）、松下乾電池株式
会社（同 780 万円）、松下電気工業株式会社（同 356 万円）、松下蓄電池製造株式会社（同 34 万
円）の４社を、持株会社である松下電器産業株式会社（資本金 2,000 万円）に吸収合併して、資
本金を 4,600 万円とした。
　このため、昭和 19 年 11 月 30 日現在の株主名簿には、株数について旧株 20 万株、新株 20 万











（６）1946（昭和 21）年 5 月株主名簿
　パナソニックは、1945（昭和 20）年１月 26 日
に現物出資によって 30 万円の増資を行い、資本
金額を 4,630 万円とした。その結果、翌 1946（昭
和 21）年５月 31 日現在の株主名簿では、総株数












残として、前年（1945 年）の９月 30 日に GHQ より閉鎖機関に指定された「戦時金融公庫」（総







　GHQ は 1945（昭和 20）年 11 月６日に「持株会社の解体に関する覚書」で、①三井・三菱・
住友・安田４大財閥の解体と４大財閥家族の資産凍結、②財閥解体の実施機関として「持株会社








下の 10 家族を加えた 56 名を「財閥家族員」として指定し、財産権移転と生活費を認可制とした。




22）年２月 22 日に新たに 56 名を該当者として指定し、これが３月 13 日に内閣総理大臣による
指定となった。（新たに指定された 56 名は、数こそ一致しているが、大蔵省が指定した 56 名と
は異なり、川崎・大河内・渋沢および松下の４家族を含んでいない）。その後、４家族の放置を
知った GHQ は、1948（昭和 23）年３月にその検討を大蔵省にではなく持株会社整理委員会に指
示し、委員会は改めて審査を行った結果、４家族７名は財閥家族に該当しない旨の意見書を、同










　さて、松下電器産業の「昭和 21 年５月 31 日現在」の株主名簿を１年半前の「昭和 19 年 11 月
30 日現在」の株主名簿と対照してみると、持株会社整理委員会に関連する興味ある事実が確認
できるので、明らかにしておこう。
　「昭和 19 年 11 月 30 日現在」の株主名簿に、脇村市太郎（和歌山）と脇村義太郎（東京）の親
子二人の氏名が見られることは前述した。脇村市太郎（1874－1960）は和歌山県田辺市在住の経
営者であり、脇村義太郎（1900－1997）は市太郎の長男で、株主名簿の記載時点では東京帝国大
学の教職を政治的理由で追放されていたが翌 1945（昭和 20）年 11 月に同大教授に復帰した人物
である。ところが、1946（昭和 21）年５月 31 日現在の株主名簿には、脇村市太郎の氏名は引き
続き記載されているが（ただし株数には変化があり 45 株）、義太郎の氏名は名簿から消えている。
　じつはこの時点で、脇村義太郎は、上述のように持株会社整理委員会の設立委員に任命されて























化のため 1945（昭和 20）年８月 10 日に全国の市場は閉鎖され、日本証券取引所は戦後の 1947




























（１）第 17 回事業年度 有価証券報告書
　パナソニック（松下電器産業）株式会社が戦後最初に提出した有価証券報告書は、初めに「昭
和 25 年４月□日提出」とあり、日にちは空白のままになっている。事業年度は、「第 17 回　自

































　従業員数は、「業務社員」が男 1,348 人、女 230 人。「工務社員」が男 1,959 人、女 1,155 人で、
合計 4,692 人であった。
　
　資本金について見ると、1945（昭和 20）年１月 26 日以降 4,630 万円であったが、1950（昭和




　第 15 回（決算　昭和 21 年５月 30 日） 配当率　０　株主数　1,220 名
　第 16 回（決算　昭和 21 年８月 10 日） 配当率　０　株主数　1,220 名
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　第 17 回（決算　昭和 24 年12月 15 日） 配当率　０　株主数　1,658 名
　
　これを見ると、あらためて終戦直後の事業年度の区切りがいかに変則的であったかが知られる。









ある。この 15 大株主の合計持株比率は 68.2% である。
（２）第 18 回事業年度 有価証券報告書
　第 18 回事業年度は、「昭和 24 年 12 月 16 日～昭和 25 年５月 31 日」の５カ月半の期間である。
　役員の顔ぶれは、前期（前回）と変わっていない。期末株主数は 1,847 名で、この期も配当率
表２　第 17 回事業年度 大株主上位 15 名
順位 氏　名 保有株数（新旧合計） 持株比率（%）
1 松下　幸之助 1,038,022 43.25
2 伊藤銀證券（株） 98,997 4.12
3 井植　逞雄 95,785 3.99
4 日本生命保険（相） 73,885 3.29
5 ナショナル證券（株） 69,248 2.89
6 東電興行（株） 38,900 1.62
7 藤波證券（株） 32,605 1.36
8 江口證券（株） 30,000 1.25
9 国民生命保険（相） 27,450 1.14
10 日産火災海上保険（株） 23,000 0.96
11 大阪住友海上火災保険（株） 22,500 0.94
12 亀山　武雄 21,384 0.89
13 日本證券（株） 21,000 0.88
14 大阪屋證券（株） 20,000 0.83







（３）第 19 回事業年度 有価証券報告書
　第 19 回事業年度は、「昭和 25 年６月１日～昭和 25 年 11 月 30 日」の６カ月である。
　役員の顔ぶれは、前期と変わっていない。パナソニックはこの年８月の月次決算で戦後初の実
質黒字を計上した (6)。この期には戦後初の配当も実現している。配当率は 30％と記載されている。




（４）第 20 回事業年度 有価証券報告書
　第 20 回事業年度は、「昭和 25 年 12 月１日～昭和 26 年５月 31 日」の６カ月である。
　役員の顔ぶれは、前期までのメンバーに監査役１名が加わって、取締役８名、監査役２名の構




（５）第 21 期事業年度 有価証券報告書
　この事業年度から第 21 期というように、通算の表記が「回」から「期」に切り替わっている。
第 21 期事業年度は、「昭和 26 年６月１日～昭和 26 年 11 月 30 日」である。この期にパナソニッ
クは７月 25 日開催の株主総会で定款記載の「会社の目的」を変更した。また９月 24 日には新
株発行増資を行い資本金を２億 5,000 万円とし、さらに 11 月 24 日には再評価積立金の組入れに





（６）第 22 期事業年度 有価証券報告書
　第 22 期事業年度は、「昭和 26 年 12 月１日～昭和 27 年５月 31 日」である。この期も、同社は
1952（昭和 27）年２月９日に資本金を５億円に増額し、株主数は 5,902 名に増大した。松下幸之





（７）第 23 期事業年度 有価証券報告書





（８）第 24 期事業年度 有価証券報告書
　第 24 期事業年度は、「昭和 27 年 12 月１日～昭和 28 年５月 31 日」である。同社は、期中の
1953（昭和 28）年１月 29 日に新株発行増資を行い、資本金を５億 5,000 万円とした。期末の株
主数は 8,654 名である。松下幸之助は、増資に合わせて持株数を 401 万 9,840 株に増やし、持株
比率を前年度と同じ水準の 36.54％に維持している（資料４参照）。役員は、取締役 11 名、監査役
２名の構成である。
（９）第 25 期事業年度 有価証券報告書
　第 25 期事業年度は、「昭和 28 年６月１日～昭和 28 年 11 月 20 日」である。これまでに比べ期
末（決算日）が 10 日前倒しになっている。この期、パナソニックは８月１日に新株発行増資を
実施し、資本金を 12 億 5,000 万円とこれまでの２倍以上に増額した。期末の株主数も 16,089 名
資料４　第 24 期事業年度 大株主上位 15 名
手書き文字・謄写版印刷による第 24 期事業年度 有価証券報告書の当該ページ。
筆頭株主に松下幸之助の氏名を確認できる。
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とほぼ倍増している。松下幸之助は、自身の持株数を 647 万 7,268 株に増やしたが、発行済み株
式数が 2,500 万株と大きく増加したことにより、持株比率が一気に 25.91％に低下したことが注
目される。ちなみに、第２位の大株主は三菱信託銀行株式会社で持株比率 4.81%、第３位は住友












　「従業員の状況」は「職員」が男 2,087 人、女 386 人。「工員」が男 2,732 人、女 1,683 人で、
全従業員数は 6,888 人である。ただし、注記に、「１従業員数は稼働人員であり、休職者、臨時
工、日傭及び嘱託等 959 名は含まない。２当社の管理している松下電子工業（株）の工員其の他
1111 人及び同社へ出向中の職員 286 人は共に上表数字より除外されている」とある。松下電子






（10）第 26 期事業年度 有価証券報告書









（11）第 27 期事業年度 有価証券報告書
　第 27 期事業年度は、「昭和 29 年５月 21 日～昭和 29 年 11 月 20 日」である。この期、パナソ
ニックは、５月 25 日に第２回の社債発行を実施し 1 億円を調達した (9)。さらに８月２日に新





（12）第 28 期事業年度 有価証券報告書




（13）第 29 期事業年度 有価証券報告書
　第 29 期事業年度は、「昭和 30 年５月 21 日～昭和 30 年 11 月 20 日」である。この期は役員構
成にも、財務状況にも大きな変化はなく、松下幸之助の持株比率は 20.43%。稼働中の正規従業
員数は 7,935 人である（注記は前期と同趣旨ゆえ省略）。
　なお、パナソニックは、次期事業年度の 1956（昭和 31）年１月 19 日に、現金配当に代えて
「株式配当」を実施するため新株 599 万 8,524 株（資本金組入れ額 2 億 9,926 万 200 円）を発行
し、同時に端数調整のため新株 1,476 株の発行による普通増資（73,800 円）を実施して、発行
済み株式総数を 6,600 万株、資本金額を 33 億円とした。第 29 期の有価証券報告書の作成時点




めに記したように、昭和 20 年後半～ 25 年前半は、パナソニック自身が「戦後苦難期」、昭和 25



























助』第６号、ＰＨＰ総合研究所、2006 年 10 月。https://konosuke-matsushita.com/treatises/
pdf/ronso-6.pdf　または　http://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/8695748　
(2) 参考までに、本稿で取り上げる時期は、パナソニック社自身の社史（松下電器産業株式会社社
史室編『松下電器・社史年表　1999 年（平成 11 年）版』）では以下のように区分されている。
昭和 ７ 年～ 12 年　活動期
昭和 13 年～ 20 年前半　戦時期
昭和 20 年後半～ 25 年前半　戦後苦難期
昭和 25 年後半～ 29 年　再建期
昭和 30 年～ 38 年　拡大期
(3)「松下電器所内新聞」第 12 号。原文は漢字・カタカナ表記の文章であるが、引用に当りカタカ
ナ部分はひらがな表記に直した。
(4) 持株会社整理委員会『日本財閥とその解体』1951 年。158-159 ページ。298-300 ページ参照。
(5) この闇の部分に迫ろうとした論文に次のものがある。青野豊作「松下幸之助・透徹の思想
創価経営論集　第43巻 第１号 
（二）」『論叢 松下幸之助』第 11 号、ＰＨＰ総合研究所、2009 年４月。
　https://konosuke-matsushita.com/treatises/pdf/ronso-11.pdf　
(6) 松下電器産業株式会社社史室編『松下電器・社史年表　1999 年（平成 11 年）版』33 ページ。
(7) 松下電器産業株式会社社史室編『松下電器・社史年表　1999 年（平成 11 年）版』34 ページ。
(8) 松下電器産業とフィリップス社との提携については、1952 年６月 28・29 日の２日にわたって
大阪市の東洋紡本社で開催された「日本学術振興会 産学協力研究委員会 経営問題第 108 委員









(9) 松下電器産業株式会社社史室編『松下電器・社史年表　1999 年（平成 11 年）版』36 ページ。
　
　

























































複数の出来事の関係を示すものとして区別される（野口 , 2009 : 3）。つまり、ストーリーは語る
ものについての関係性と意味の付与をもつテキストであるともいえる。
　ナラティブ形式をさかのぼればギリシャ悲劇のアリストテレス（Aristotle）の分析にみること






（Barthes, 1966: 訳 9）。
　Riessman（2008:14-17, 訳 26-33）によれば、このような「物語的転回」はクリスティン・ラ






は社会科学における 1970 年代から 1980 年代にかけての「解釈的転回」に始まり、人間の行為に
ついての研究をおこなうために自然科学の研究方法によるリアリストの仮説の限界から、アメリ
カにおいてさまざまな学問分野からナラティブ研究への転回がおこり、またヨーロッパにおける







　福原（2005: 56）は、『物語辞典』3) からナラティブは、｢ 何を（内容）｣ と ｢ いかに（形式）
｣ との二面性を有するものであり、｢ 何を ｣ にあたる内容的側面を意味する物語内容すなわちス






































































































































































































































































































































（Prince, 1987, 訳 42-43, 117-121, 184-185）。
4) 高橋（2010a）の 21 - 23 頁を加筆修正して掲載している。
5) 高橋（2010b）から一部を加筆修正して掲載している。
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　さらに、2018 年６月より待機児童の解消に向けた支援が拡充された。従業員 300 人以下の中
小企業への補助金を上乗せする従業員向けの保育所設置の支援、認可外保育所が国の認可を受け
られるようにする支援など、量と質の両面で保育の充実が図られている。
　国は 2020 年度末までに全国の待機児童をゼロにする目標を掲げており、2018 年度から３年間



















































































社　名 売上高 当期純利益 決算期
１ ㈱ JP ホールディングス 22,800 678 2017年３月
２ ライクキッズネクスト㈱ 14,725 695 2017年４月
３ ㈱ポピンズ 12,335 317 2016年12月
４ ㈱グローバルキッズ 9,818 1,376 2016年９月
５ ㈱アイグラン 7,448 61 2015年12月
６ アートチャイルドケア㈱ 7,011 257 2016年９月
７ ピジョンハーツ㈱ 3,287 56 2016年１月
８ コンビウィズ㈱ 3,202 254 2015年12月
９ ㈱テノ・コーポレーション 3,011 52 2015年12月









　株式会社アイグラン（重道泰造社長）は、1987 年（創業 1966 年）設立、本社は広島県広島市、
資本金 5,000 万円、売上高 12,335 百万円（2017 年 12 月期）、従業員数 3,916 名の保育サービス事


















　保育事業に参入して 10 年目の 2011 年には、「グランママ」のグラン、そして「グランプリ
（一番）」のグランという２つの想いを込め、「アイグラン」に社名を変更した。アイグランに社
























































































































































　2012 年には売上高が 20 億円を超え、経理、財務など業務全般についてのアドバイスを、独立
行政法人中小企業基盤整備機構の中国本部より受け、次の成長ステージへの基盤固めを行ってい



































































































































2018 年 6 月 11 日号，pp.110 -114
日本経済新聞 2018 年６月 14 日
南知惠子・西岡健一（2014）『サービス・イノベーション　価値共創と新技術導入』有斐閣
みずほ銀行産業調査部（2016）「みずほ産業調査 /54」2016  No.1
山田コンサルティンググループ（2018）「M&A 業界動向　保育サービス業界」
https://www.ycg-advisory.jp/industry/education/child_care/（2018/12/23 閲覧）
Schumpeter, J. A.（1926）Theorie Der Wirtschaftlichen Entwicklung,  Duncker & Humblot（塩野谷祐一・
中山伊知郎・東畑精一訳，『経済発展の理論』岩波書店，1937 年）
Yin, Robert K.,（1994）Case Study Research: Design and Methods, 2nd ed., Sage Publications（近藤公彦訳，
『ケース・スタディの方法』千倉書房，1996 年）
※本稿は、下記研究の一部である。
独立行政法人日本学術振興会 : 科学研究費助成事業（基盤研究 (C)）研究課題番号：17K03957，
「大企業と中小企業におけるオープン・イノベーションの関係性メカニズムの解明」，研究期


































































































































































































　この研究の契機になるのは、周知のように、1932 年の A. A. Berle & G. C. Means 『現代株式







J. Burnham（1941）『経営者革命』（The Managerial Revolution）や J. K. Galbraith（1967）『新し
い産業国家』（The New Industrial State）などが出版される。これらの議論は、経営者の専門的































































































































































































る経営者行動理論となり、W. J. Baumol（1959）の売上高最大化仮説や R. Marris（1964）の
企業成長率最大化仮説、そして、O. E. Williamson（1964）の組織スラックなどが登場する。
(2) 特殊例は従業員重視の「…、企業の『市民権者』による経営に対する影響力の行使」（伊丹 , 2000, 
17）がある。
＜参考文献＞
1) Baumol, W. J. (1959), Business Behavior,Value and Growth, New York, The Macmillan Company.
2) Grossman, S. J. and Joseph E. Stiglitz, (1980), “On the impossibility of informationally efficient markets”, 
The American Economic Review 70 (3): 393-408.
3) Marris, R. (1964), The Economic Theory of ‘Managerial ’ Capitalism, London, Macmillan & Co Ltd. 
4) Machlup, F. (1963), Essays in Economic Semantics, Prentice-Hall, Inc.（安場保吉・高木保興訳『経済学
と意味論』日本経済新聞社、1982 年）
5) Williamson, O. E. (1964), The Economics of Discretionary Behaviour, Prentice-Hall.




































































































































と変化させてきている。例えば、シンガポールの首相であるリー・シェンロン (Lee Hsien Loong) が典型だ。
かれは、1974 年ケンブリッジ大学卒業、1979 年ハーバード大学行政大学院で修士号取得している。
＊5：非職務給と職務給は、大平 (2017) や内閣府 (2013) 等によると、日本的経営の議論につながり、個と全体ど
ちらを優先する社会かの議論に連動する。
＊6：制度とは一定の決定を促す仕組みである。雇用制度は特定文化下で、財サービスの効果的交換（決定）を促
す。大平 (1998, 2006) は、日米で全体と個の一方を優先する決定が継続的に形成され続ける状態があること
を示した。




















































































＊9：内閣府 (2013) は、現在慶応大学教授の鶴光太郎を規制改革会議雇用 WG 座長に据え、わが国だけが限定的
職務構造がなくレイオフできず、大型製造業の競争力が減少するので、速やかな制度変更が必要と主張した。
政府は、雇用の限定構造導入に向け働き方改革を掲げ、2018 年法制化した。
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すなわち、電磁場の S 極と N 極が独立に存在せず、必ず対で存在し、磁界の変化で電界が生じ、
電界の変化で磁界が生じるという磁界と電界における場の性質に依拠して、クルト・レヴィンは
人間の関係性にこの発想の適用を試みている。
　まず、電磁場には媒質が無いということ、また場を生み出すものは S 極と N 極対で存在する
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　日産自動車は、2008 年の株主総会において役員報酬の総額上限を、約 30 億円と決議した。今
回の逮捕容疑となった 2014 年３月期までの５年間、有価証券報告書に記載されたゴーン容疑















1  日本経済新聞「ゴーン日産会長　逮捕」2018 年 11 月 20 日．
　同「ゴーン氏　私的流用か」2018 年 11 月 20 日．
2  同上
グローバリゼーション下のコーポレート・ガバナンス論再考（三和裕美子）  
会長兼 CEO、PDG（President Director General）に就任した。2007 年３月期には社長就任後初






























3  日本経済新聞「変節したカリスマ」2018 年 11 月 20 日．






5  日本経済新聞「ゴーン退場　日仏連合主導権は誰に」2018 年 11 月 21 日．
図表１　日産の大株主名簿　　　　　　　平成 30 年 9 月 30 日現在
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計 ― 2,484,623 59.3
（注）株主名簿上は、ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドン スペシャル アカウン




倍ルール」の適用を免れる。2015 年４月 30 日のルノーの株主総会で、ルノー経営陣は「２倍
ルールの適用除外」を決めようとしたが、仏政府はルノー株を一時的に買い増してこれを否決








Nomura Asset Management Co., Ltd. 1.61
The Vanguard Group, Inc. 1.17
BlackRock Fund Advisors 1.05
Daiwa Asset Management Co. Ltd. 0.7
Nikko Asset Management Co., Ltd. 0.62
Norges Bank Investment Management 0.58
Tokio Marine Holdings, Inc. 0.54
BNY Mellon Asset Management North 
America Corp. 0.46
Factset Ownership （取得日 2018 年 11 月 28 日）
図表３　日産自動車、ルノー、三菱自動車の資本関係









　また、MSCI は 2018 年９月に日産自動車の ESG 格付けを最低の「CCC」に引き下げていた。
その理由としてガバナンスの問題点を次のように指摘している。すなわち、ゴーン会長など一部
の取締役に権限が集中しすぎていたこと。ゴーン会長の取締役在任期間は 19 年、取締役の構成






















6  日本経済新聞「ゴーン会長、開示義務化後に不正高給批判を意識か 企業統治不全も露呈」2018 年 11 月 21 日．
7  日本経済新聞「環境・社会・ガバナンス格付け　日産は「最低」９月に指摘」2018 年 11 月 22 日．
グローバリゼーション下のコーポレート・ガバナンス論再考（三和裕美子）  
３．コーポレート・ガバナンス論再考
　これまでのコーポレート・ガバナンス論を振り返るにあたり、ミシガン大学の Gerald Davis 
教授の議論 8を参考に以下のように整理した。
（１）経営者主義（Managerialism）

















者は常にその監視のプレッシャーを受けているからである、という10。これは、Coase [1937] 、  





 8   Davis [2005], pp.144-157.
 9  Managerialism Economist と呼ばれた Marris [1964] は、たとえば利益ではなく成長を第一優先に考えて経営
される企業をそのモデルとしてあげている。
10  Mann [1965] は、「会社支配のための市場」の存在をあげ、投資家が経営に不満足な場合、保有株式売却を選択
する可能性がある。それに伴う価格下落により、企業買収の標的となり、非効率な経営を行う経営者は淘汰さ
れることを述べた。
11  Shleifer Andrei & Robert W.Vishny [1997], p.737.
創価経営論集　第43巻 第１号 






















Roy [1997] の「社会資本」Socializing Capital と Fligstien [1990] の「株式会社支配の変遷」 The 




率的市場仮説に対して、Power Theory と呼ばれている 17。
　1990 年代後半には、歴史的もしくは社会学的なアプローチをとる研究者達は狭義のコーポレー
12  Gerald [2005], p.146.
13  Easterbrook ＆ Fischel[1991].
14  Rao et al. [2000].
15  Jensen [1988] によれば、いかなる科学的仮説も効率的市場仮説にはかなわない。なぜなら、金融市場は現在や
過去のパフォーマンスを評価するのではなく、未来を評価するものであるからである。
16  Shiller [2002]  Shefrin [2000].





ある18。また、CEO の権力の強さと社外取締役のそれらとの相関関係の実証研究 19 がされている。
このような企業行動を権力のバランスで捉える研究としては、有名な C.Wright Mills  [1956] の






研究した Michael Useem は、Investor Capitalism: How Money Managers are Changing the Face of 





投資の増加、旧社会主義国の資本主義化に対応したものであった 23。1994 年に刊行された Mark 
Roe の Strong Managers, Weak Owners 24 はこのような研究の先がけであった。
　Roe はアメリカのコーポレート･ガバナンスの形成要因として、金融に関する法律の影響を歴








18  Mizruchi [1996].
19  Zajac & Wetphal [1996].
20  Gulati & Westphal [1999], Westphal & Poonam [2003].
21  Davis & Stout [1992], Palmer & Barber[2001], Kang & Sorensen [1999].
22  Useem [1996].
23  Davis [2005],  p.134.
24  Roe [1994]
































26  Giddens [2000], p.27.
27  Davis & Stout [1992].
28  Zald & Berger [1978].
































30  東京証券取引所、「2017 年度株式分布調査について」、p.5.
https://www.jpx.co.jp/markets/statistics-equities/examination/nlsgeu0000036n2d-att/j-bunpu2017.pdf（2018 年
6 月取得）
31  鳥居 [2017]、p.64.
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　図表５は日経 225 企業の資産運用会社の株式保有比率の推移（2013 年から 2018 年）を見たも











2.2004 年度から 2009 年度までは JASDAQ 証券取引所上場会社分を含み、2010 年度以降
は大阪証券取引所または東京証券取引所における JASDAQ 市場分として含む。









2017 年度は 14 人に急増している。また、支持率が 60, 70％代台の役員数も増加している。一方、
支持率が 90％台の役員は大幅に減少している（図表６）。
　図表７は主要な機関投資家の 2017 年および 2018 年の議案毎の反対票率をみたものである。
2017 年と比較した場合、一部機関を除いて合計、特に取締役選任議案の反対比率が低下してい
図表５　資産運用会社持株比率の推移（日経 225）　　2018 年 10 月現在
　 2013 2014 2015 2016 2017 2018
医薬品 11.96 13.81 16.34 18.99 21.14 21.78
電気機器 18.09 20.54 22.12 26.45 29.92 30.73
自動車 13.47 14.40 15.99 17.36 17.77 18.53
精密機器 19.28 19.26 23.48 27.08 29.22 28.16
通信 11.74 12.38 13.34 14.54 15.41 15.31
銀行 12.04 13.89 16.11 19.28 19.78 20.96
証券・保険 15.61 17.86 19.72 21.41 23.20 23.83
食品 12.61 14.20 15.91 19.48 22.50 22.05
小売業 14.61 15.87 18.38 23.18 23.72 25.32
サービス 17.55 19.33 20.98 23.81 20.62 24.03
繊維・パルプ 12.96 14.00 15.47 20.06 23.49 23.68
化学 15.89 18.29 20.46 25.74 27.57 27.72
窯業 16.35 17.47 20.24 22.95 28.00 29.90
鉄鋼 10.50 12.98 17.49 19.61 20.44 18.35
非鉄・金属 15.04 15.84 19.41 24.80 27.36 27.24
商社 15.46 16.08 15.74 19.65 21.49 21.73
建設 14.11 16.25 18.50 24.42 26.63 24.98
機械 16.77 16.62 19.52 24.07 25.51 27.34
不動産 20.67 19.96 20.54 24.71 25.45 25.90
鉄道・バス 8.35 9.73 10.78 15.76 17.62 17.19
電力・ガス 8.31 8.92 11.45 12.34 15.22 15.70
全体 14.35 15.60 17.71 21.22 22.96 23.35






賛 成 率 2016 年度 2017 年度 増 減 数
  50％未満 0 14 ＋ 14
  50％台 21 24 ＋ 4
  60％台 101 129 ＋ 28
  70％台 442 506 ＋ 64
  80％台 2162 2154 － 8
  90％台 24556 23934 － 622
100％台 127 85 － 42
合計 27409 26847 － 562

















（4 - 6 月）
大和住銀投信
投資顧問
（前年 7 - 6 月）（4- 6 月）（6 月）（4 -6 月） （前年7-6 月）
2018 2017 2018 2017 2018 2017 2018 2017 2018 2017 2018 2017 2018 2017 2018 2017
取締役の選解任 4.4 5.7 9.0 36.0 17.1 18.5 16.0 29.2 11.0 12.6 13.2 14.5 39.1 47.5 32.4 50.5 
監査役の選解任 21.9 23.9 12.6 25.1 9.4 9.4 22.1 9.9 11.8 12.2 4.7 4.4 27.0 27.4 26.6 32.8 
会計監査人の選解任 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.4 4.3 
役員報酬 27.3 27.8 7.3 7.5 9.5 3.4 13.3 4.4 12.9 9.9 3.1 2.4 12.9 24.2 14.3 18.1 
退任役員の退職慰労金
の支給 52.1 53.7 13.1 18.2 13.8 22.2 94.9 40.1 36.6 46.9 14.3 20.2 49.5 53.7 73.7 72.1 
剰余金の処分 9.0 7.5 5.7 5.0 8.9 9.4 5.1 5.1 24.4 22.0 4.8 0.2 13.7 15.0 13.5 18.6 
組織再編関連 0.0 0.0 5.0 0.0 20.4 15.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 27.5 15.7 
買収防衛策関連 100.0 100.0 76.9 90.3 100.0 90.9 86.0 81.7 100.0 100.0 100.0 86.1 92.7 93.1 93.8 96.4 
その他資本政策関連 4.8 0.0 － － 6.8 － 3.3 － 3.8 － 0.0 － 4.3 3.3 － －
定款関連 6.0 4.0 1.1 2.2 7.4 8.7 1.3 3.3 5.1 5.0 1.0 1.5 1.8 0.0 7.6 12.6 
その他 － 8.3 3.7 1.2 100.0 4.4 － 1.2 － 1.7 0.0 － 100.0 － 12.0 4.6 
合計 7.6 8.5 9.3 18.0 15.6 16.9 16.0 15.7 12.3 13.5 11.4 13.0 34.7 41.5 29.6 33.1 







（4 - 6 月）
三菱 UFJ 信託
銀行
（前年 7 -6 月）
りそな銀行
（前年 7 -6 月）
第一生命保険
（前年 7 - 6 月）
ブラックロック・
ジャパン（投信）







2018 2017 2018 2017 2018 2017 2018 2017 2018 2017 2018 2017 2018 2017
取締役の選解任 22.6 13.1 12.3 5.3 12.3 5.3 8.3 8.0 2.3 0.5 4.2 21.1 8.8 48.0 
監査役の選解任 10.9 8.8 12.0 14.1 9.0 10.8 7.2 5.7 14.5 19.3 18.5 21.7 14.1 15.7 
会計監査人の選解任 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
役員報酬 19.6 7.7 15.2 16.5 17.3 17.5 4.7 1.9 6.1 5.6 5.9 6.0 0.2 0.4 
退任役員の退職慰労金
の支給 36.1 38.9 45.8 50.5 20.6 38.3 13.3 22.7 27.7 40.5 75.0 82.9 44.3 74.3 
剰余金の処分 7.5 6.1 2.9 2.3 4.8 4.6 0.5 0.6 0.2 0.3 0.5 1.3 0.8 0.6 
組織再編関連 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.0 0.0 0.0 3.5 3.9 
買収防衛策関連 100.0 35.5 68.9 69.5 61.3 61.4 31.8 34.9 95.8 － 100.0 100.0 － －
その他資本政策関連 1.1 0.4 0.0 0.0 3.8 1.7 － － 2.7 － 0.0 － － －
定款関連 1.9 5.3 1.7 1.8 3.7 5.2 0.0 0.0 4.0 － 1.4 2.9 2.5 3.2 
その他 75.0 42.9 75.0 72.4 100.0 0.0 2.5 0.3 50.0 21.2 0.0 0.0 12.5 13.6 
合計 20.3 12.1 11.8 6.9 8.6 8.8 3.9 3.3 5.3 14.7 9.0 25.8 4.2 5.0 


































た果断な経営判断を行うことができる CEO を選任するため、CEO に求められ
る資質について、確立された考え方があるか。
3－2．客観性・適時性・透明性ある手続により、十分な時間と資源をかけて、資質を







































  金融庁ホームページ、https://www.fsa.go.jp/news/30/singi/20180601/01.pdf（2018 年 9 月取得）
５．まとめにかえて
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黒字が 1,137 億ドルに上り史上最高の黒字規模を更新し、2016 年を除くと引続き 1,000 億ドル以
上の黒字を出した。韓国の全産業において素材部品の対世界輸出は 2005 年以降 17 年間年平均
８％を上回る成長を見せ、2005 年約 44％から 2017 年には約 49％に上昇した。そして輸入の比
重は同期間中約 39％から約 35％に下落している。具体的に見ると、韓国素材部品産業の対世界
貿易黒字は 2000 年には二桁水準であったが、2003 年に入り三桁に拡大し、2014 年には四桁にな
り、1997 年以降 21 年連続貿易黒字を記録して韓国経済の安定的な成長を牽引していると言えよ
う。
　しかし一方、韓国素材部品産業の対日本貿易収支は依然として赤字を出している。特に、日本
に対する貿易赤字は 2000 年には 103 億ドルであったが、2009 年 200 億ドル規模を超え、2010 年










　どころが、韓国の日本に対する貿易関係は “ 輸出増加＝輸入増加＝輸出増加 ” という構造的な
特徴を見せており、韓国の対世界輸出増加（減少）は対日本輸入増加（減少）を意味すると言え
よう。したがって韓国は全産業で慢性的な対日本貿易赤字を見せており 2017 年も 2836 億ドルの
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赤字になっている。そして特に韓国素材部品産業の対日本赤字は他産業に比べ圧倒的に高い水準
であり、同年度韓国素材部品の対日本赤字は全産業対比 57% となり 160 億ドルを占めている。
　しかし、2010 年を境に素材部品の対日本赤字は持続的に減少傾向を見せている。更に 2000 年
以降素材部品の対日本輸出入の比重を見ると、輸出比重は引き続き下落しており 2005 年を基点
に大幅に低くなっていることがわかる。輸入比重も 2001 年の 28% から 2015 年には 17% にまで
減少している。ところが核心素材部品の対日本依存度は依然として進化される傾向が続き、赤字











　 2000 年 2005 年 2010 年 2015 年 2016 年 2017 年
素材部品（A）
輸出 799 1,238 2,290 2,646 2,518 2,819
輸入 706 1,011 1,512 1,596 1,526 1,682
貿易収支 93 227 779 1,050 992 1,137
全産業（B）
輸出 1,723 2,844 4,664 5,269 4,954 5,737
輸入 1,605 2,612 4,252 4,365 4,062 4,785
貿易収支 118 232 412 904 892 952
比重（A/B）
輸出 46.4 43.5 49.1 50.2 50.8 49.1
輸入 44.0 38.7 35.6 36.6 37.6 35.2
出所 : 韓国機械産業振興会、KOAMI DB。
＜表２＞　韓国素材部品産業の対日本輸出入及び貿易収支の推移（億ドル、%）
　 2000 年 2005 年 2010 年 2011 年 2013 年 2015 年 2016 年 2017 年
輸　出 62 (10.0) 113 (9.1) 138 (6.0) 169 (6.6) 139 (5.3) 122 (4.6) 126 (5.0) 132 (4.7)
輸　入 165 (27.8) 274 (27.1) 381(25.2) 397(23.6) 344(20.8) 264(16.5) 272(17.8) 292(17.4)
貿易収支 －103 －161 －242 －228 －205 －142 －146 －160
注 : （　）は韓国の対世界素材部品輸出入対比日本の比重。
































の日本の絶対原則樹立と強力な改革の意志は、1889 年２月 11 日に公布された日本憲法にそのま
ま反映されており、これにより日本経済は速い速度で発展していくことになった。同時に日本は、




























































かった対日本からの輸入額が、1972 年には 17 億ドル、1978 年には 59 億ドルへと急増し、1986
年には 109 億ドルと三桁を記録した。その後、対日の輸入額は大幅に上昇し続け、1991 年には







重を見ると、1966-1972 年には 250 件となり、全体の約 70％を占め、1973-1978 年には 484 件で
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約 57％、1979-1985 年には 1,201 件、約 52％、1986-1992 年には 2,110 件、約 47％を占めていた。
2000 年代に入り、対日本の技術導入は顕著に減少し始めたが、2013 年依然としてアメリカ（約













































































































合ったものでなければならず、このためには過去の “ どのように作るのか ” から脱却し、“ 何を
作るのか ” についてより多く悩みぬかないといけないとの指摘である。これは今まで日本の製造





大国へと成長する為になされてきた “脱亜論” から “入亜論 ” へと転換されていることを意味して
いる。日本が、アジア的な価値とアジアの重要性を認識するまでに約 150 年以上の歳月がかかっ
たのである。


















きる。韓国の対日本の輸入依存度は 1985 年には 23％台水準であったが、1990 年 13％台へと減
少した後、2000 年代には 11％台へと縮小し、2010 年には９％にまで継続して改善している推移








統計である20。そして分析に応用された投入係数 21 とレオンティエフの逆行列係数 22 も両国間の
＜表４＞　韓日における素材部品産業の相互輸入依存度の変化（%）
韓国 日本
1985 1995 2000 2005 2010 1985 1995 2000 2005 2010
素材部品 23.3 12.6 11.9 11.0 9.4 0.7 1.0 1.2 1.2 1.4
注：韓日間の素材部品産業の技術力水準を反映させた相手国に対する輸入依存度。
出所：JETRO·IDE、『Asian International Input-Output Table 2005, 2000, 1995, 1985』、



























1985 1995 2000 2005 2010 1985 1995 2000 2005 2010
繊維製品 12.5 7.3 5.7 5.1 4.4 1.6 1.3 1.3 1.2 0.9
化合物・化学製品 10.6 9.6 6.6 5.8 4.6 0.6 0.7 1.2 1.0 0.8
非金属鉱物製品 5.3 5.7 4.9 4.5 3.9 0.6 0.3 0.6 0.5 0.5
金属製品 12.4 9.6 13.7 13.2 12.2 1.5 1.4 1.3 1.4 1.7
一般機械部品 20.4 14.8 13.4 13.0 12.6 0.7 0.6 0.9 1.2 1.8
電機・電子部品 30.3 23.2 21.0 16.8 11.7 1.0 1.7 2.0 1.7 1.8
輸送機械部品 19.9 16.8 13.6 12.8 12.0 0.6 0.6 0.8 1.0 1.4








　2000 年から 2014 年の間の３つの時点で、韓国の素材部品産業の対世界での貿易特化指数は














　一方で、日本市場での比較優位を見ると同じ期間、素材は比較優位（0.29 → 0.42 → 0.52）が








































対世界 対日本 対世界 対日本
2000 2010 2014 2000 2010 2014 2000 2010 2013 2000 2010 2013 
素材部品 0.06 0.20 0.24 －0.42 －0.47 －0.36 0.26 0.25 0.24 0.36 0.36 0.36 
素材 0.08 0.09 0.14 －0.55 －0.61 －0.49 0.30 0.18 0.16 0.29 0.42 0.52 
部品 0.05 0.27 0.29 －0.39 －0.40 －0.30 0.25 0.28 0.28 0.38 0.32 0.23 











































 2　韓国機械産業振興会、KOAMI DB を参照されたい。
 3　日本の産業革命は 1868 年明治維新であり、韓国での産業革命は 1962 年１月 13 日経済開発５カ年計
画が交付された日を基準にして見ることができる。従って、韓国と日本の産業革命の日を基準にし





 5　 19 世紀末日本の大思想家福沢諭吉は、日本の工業発展へのプロセスを提示したのであるが、それが
“ 脱亜入欧 ” 論である。つまりアジア陣営から出て、西欧の文明国家と運命を共にしてこそ先進工業
大国を凌駕することができると主張した。Fukuzawa Yukichi（1981）を参照されたい。



























に達しており、特に 2007 年 27％から 2008 年 41％へと増加していた。李鴻培（2014a）を参照され
たい。
19　李鴻培（2014b）を参照されたい。
20　国際産業関連表は韓国をはじめアメリカ、日本、中国及び ASEAN ６カ国を含めた 10 カ国で構成さ
れており、約５年の時間を設定し日本の JETRO・IDE によって発表されている。最も最近の統計は
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は、主に観光とショッピングに関する実証研究が多い（e.g. Timothy & Butler, 1995 ; Freathy & 







メージが経営成果に及ぼす影響の検証を試みた（権 , 2015）。また、林・宋（2007）による Shilla
免税店を対象とした事例研究など、韓国免税店の競争力に関する事例研究などもある。
　このような実証研究のなかでも、韓国の免税店関連の先行研究において特に多いのが、免税










あり、その衝動買いの背景には「非日常的要素（contrast to day-to-day routine）」が主な原因と
してあると述べた。より具体的には、搭乗間近であるという緊張感や外貨での購買といった非日
常的要素を消費者が求める心理的要因が働いたためである。






















































売というアイディアは、免税店の父とも言われる Brendan O’Regan が発案したものである。彼
は、出国審査後の出国場はどこの国にも属さない空間であり、故に、どの国の税金も課せられ
る根拠が存在しないということに気づいたといわれる。彼の提案により、「アイルランド免税
法（Customs Free Airport Act）」が 1947 年に制定され、世界初の空港免税店がアイルランドの
シャノン空港の出国場に設置された。その後、1960 年にアメリカ人の Charles Feeney と Robert 
Miller により Duty Free Shoppers（DFS）が設立され、世界中の空港に免税店の設置が広がった 6。
　ボストン・コンサルティング・グループによると、世界の免税店市場の規模は、2015 年 598
億ドルで、今後 10 年で 2 倍強まで成長すると予想している（日本経済新聞電子版、2015 年 11
月 17 日）。また、The Moody Report は毎年、世界免税店市場の主なプレイヤーを売上高順に公
表している（図表１）。まず、スイスの Dufry の 2015 年の売上高は、約 56 億８千万ユーロであ






図表１：世界免税店事業者の 2015 年売上高　単位：100 万ユーロ
順位 本社・事業者名 2015 年売上
1 スイス・Dufry 5,683
2 アメリカ・DFS グループ 3,770
3 韓国・Lotte Duty Free 3,750
4 フランス・ラ・ガルデル 3,570
5 ドイツ・ハイネマン 2,800
6 韓国・Shilla Duty Free 2,286
7 タイ・キングパワーグループ 1,971
8 UAE・ドバイ Duty Free 1,726
9 台湾・エバーリチ Duty Free 1,570
10 中国・サンライズ Duty Free 1,344













　韓国初の免税店は、1962 年 Gimpo 国際空港内に設置された。韓国は、1968 年に世界関税機構











は、2010 年から 2015 年にかけての韓国免税店における品目別売上高の順位をまとめたものであ
る。2010 年の売上高順位を見ると、化粧品ブランドで上位７位以内にランキングされているの
は、５位の Estee Lauder と６位のランコムだけであり、それ以外の順位はすべてラグジュアリー
図表２：年度別・種類別免税店数の推移
　 1979 年 1989 年 1999 年 2009 年 2013 年 2015 年
保税販売場
外交官 1 1 1 1 1 1
出国場 3 4 8 15 20 22
市内 2 29 11 10 17 19
その他 － － － 4 5 5





　しかしながら、2013 ないし 2014 年以降は、以下の２つの変化が確認できる。まず第１は、上
位７位以内にランクインする化粧品ブランドが増えたことである。そして、第２は、これらの化
粧品ブランドが全て韓国化粧品ブランドであることである。2013 年にランクインした化粧品ブ









順位 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年
1 ルイビトン ルイビトン ルイビトン ルイビトン ルイビトン Whoo
2 シャネル シャネル シャネル カルティエ Sulwhasoo Sulwhasoo
3 グッチ カルティエ カルティエ シャネル カルティエ ルイビトン
4 カルティエ SK2 SK2 ロレックス シャネル Hera
5 EsteeLauder EsteeLauder ロレックス プラダ Whoo ロレックス
6 ランコム ロレックス プラダ EsteeLauder ロレックス カルティエ
7 エルメス グッチ グッチ Sulwhasoo MCM Laneige
   出所：韓国信用評価（2016）「スペシャルレポート、ホテル / 免税産業」11 頁。
韓国化粧品企業の免税店販売増加の要因（李　賑培）  















　売上高 100 億ウォン未満の企業の主な販売チャネルは EC 販売と一般専門店チャネルである。
まず、一般専門店とは問屋を介し販売店に納品される化粧品の一般的な流通構造であるが、自社
ブランドの露出は期待できないため、戦略的な有効性も低いと考えられる。そして、通信販売、
とりわけ EC 販売チャネルは、問屋を介さない自社 EC 販売と大手 EC 販売サイトを介する２つ
の種類がある。小規模化粧品企業（売上高 100 億ウォン未満）にとって、大きな投資（自社店舗
図表５：売上規模別自社ブランドの販売チャネル構成比（2015 年）　　単位：％










一般専門店 28.7 19.6 17.7 12.8 9.3
自社専門店 0.6 1.5 2.9 7.9 21.0
訪問販売 3.3 4.7 2.9 15.2 19.9
通信販売
EC 販売 38.1 46.5 39.2 30.6 8.0
TV 0.4 0.9 3.8 18.8 5.0
小売店
百貨店 0.2 0.3 1.4 1.8 8.0
GMS 0.3 0.5 5.5 6.7 9.9
免税店 8.0 3.2 4.6 3.7 20.8
病院 / 薬局 2.3 11.3 15.4 1.6 0.1

































2010 年からの同社の売上を韓国国内と海外売上で分けたものである。同社の中国進出は 1983 年
からであったが、黒字になったのは 2010 年からである。2010 年には同社の韓方（漢方）ブラン





る。同社の販売チャネルの割合の推移を 2010 年からみると、EC 販売、免税店、海外法人以外
のチャネルではすべて売上の減少がみられた。増加がみられたチャネルは、海外法人と免税店








































販売チャネル 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
専門店 15.9 14.2 13.8 14.3 12.5 10.6 8.6
ディスカウント店 10.2 8.0 7.1 6.8 4.7 3.7 2.7
EC 販売 － 6.9 9.2 10.7 11.6 9.8 8.2
訪問販売 38.0 31.6 23.7 21.4 16.0 14.1 12.0
百貨店 24.7 23.3 26.9 11.2 8.8 7.3 6.1
免税店 － － － 13.2 20.6 25.0 29.0
その他 8.1 0.8 0.8 1.9 1.4 1.2 1.6




























 1　週刊東洋経済 web 版、http://toyokeizai.net/articles/-/46706?page=2
 2　国土交通省傘下の観光庁を参照 https://www.mlit.go.jp/kankocho/tax-free/about.html
 3　KDB 産業銀行「免税店市場の主な ISSUE と示唆点」66 頁。
 4　2016 年 10 月時点の観光庁の統計によると、日本における「輸出物品販売（消費税免税店）」の数は
38,000 店を超えている。
 5　2017 年６月現在、認可を受けている運営母体は伊勢丹百貨店、ロッテ Hotel、Shilla Hotel のみである。
 6　Moodie Report 2007 年２月９日付け記事、「Ireland honours Dr Brendan O’Regan, founding father of 
duty free」を参照。
     https://www.moodiedavittreport.com/ireland-honours-dr-brendan-oregan-founding-father-of-duty-
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While humanity faces numerous environmental and social problems, man-made global 
warming has gained a particular importance both from an expert view as well as in the perception 
of the general public, although the latter often shows limited knowledge about climate change 
(Korkmaz 2018; Kim and Wolinsky-Nahmias 2014).
The future effects of global warming, which can partly be sensed already now, are serious. 
Extreme weather conditions (Chu 2016), reduction of crop yields in certain regions (Sousa Fragoso 
and Almeida Noéme 2018; Montaud et al. 2017) and a rise of the sea level (Naren and Maity 2018) 
are frequently mentioned as threats with severe consequences for human health (Schulte et al. 
2016; Hasegawa et al. 2016), economic growth (Alagidede et al. 2016; Kompas et al. 2018), and the 
natural environment.
Global warming is caused by a number of influencing factors. Besides natural factors, 
anthropogenic factors increasing the concentration of greenhouse gases (GHG) such as methane, 
nitrous oxide and, most important, carbon dioxide in the atmosphere (Orsenigo and Vercellis 2018; 
IPCC 2014) are in the focus of the public, politicians and researchers alike. Energy production 
contributes a large share of anthropogenic GHG emissions, the IPCC estimated the share of CO2 
emissions from energy production to account for nearly 70% of global GHG emissions in 2010 (IPCC 
2014).
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A number of strategies have been devised to stop or at least slow down global warming. 
The IPCC lists strategies pertaining to energy supply, transport, buildings, industry, agriculture 
and forestry as well as infrastructure. In energy supply, the use of renewable energy is the most 
prominent mitigation measure ( IPCC 2014). In section 2 it will become clear that many countries 
have developed renewable energy sources over the last decades. However, while the electricity 
sector makes good progress, the use of renewables for generating heat or for producing vehicle 
fuels for transport is lagging behind (REN 21 2018).
From the outset of the development of renewable energy, the focus has rather been on 
technological development, such as increasing the efficiency and the yield or bringing production 
cost down. The social challenges of expanding the use of renewables on the other hand have been 
largely neglected. Today, many researchers become aware that social issues have turned out 
to be a major roadblock for developing renewables further. These issues have been analyzed in 
social acceptance frameworks. One of the most prominent frameworks differentiates three distinct 
forms of acceptance: socio-political, community and market acceptance. Socio-political acceptance 
is acceptance of policies and technologies by the general public on a broad level. Community 
acceptance refers to the acceptance of specific projects at specific sites by local stakeholders. 
Market acceptance as the third of the acceptance categories addresses the acceptance of 
technologies and products by consumers and investors (Wüstenhagen et al. 2007). This paper 
focuses on market acceptance by consumers.
2. The development and the state of renewable energy
Before we turn to analyzing consumers’ attitudes and behavior towards renewable energy 
products, we will look at how renewables have developed in the world and specifically in Japan.
Renewable energies can be categorized in various ways. First, they can be sub-divided by 
energy forms into renewable electricity, renewable heat and renewable vehicle fuel. Second, they 
can be divided by technology or source into renewable energy from solar photovoltaics (PV), solar 
thermal technology, wind power, hydropower, biomass heat/power or geothermal heat/power and 
others (Troldborg et al. 2014). And lastly, they can be divided by the sector in which they are used 
into transport, households and industry.
Renewables accounted for 18.2% of total global final energy consumption in 2016. However, 7.8% 
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of this is traditional biomass, e.g. wood being burnt in cooking stoves whereas modern renewables 
stand at 10.4%. Modern renewables (i.e. excluding traditional biomass) have been growing at a rate 
of 5.4% from 2005 to 2015. The share of renewables in heat consumption is 27%, but the biggest part 
of that is traditional biomass. In transport, the renewable share is only 3% and in power it is 25% 
(REN 21 2018).
Power has received most attention from policy makers in the past. Globally, renewable 
capacities for power production have been growing at a compound annual growth rate (CAGR) of 
8% between 2008 and 2017. The total installed capacity of renewable power in the world amounted to 
2.179 GW per end of 2017 (IRENA 2018). Asia has the biggest share in this with 42%, while Europe 
(24%) and North America (16%) are second and third. 51% of total capacities are hydropower, 23% 
are wind and 16% are solar photovoltaics ( IRENA 2018).
Countries around the world have created different support mechanisms to foster the expansion 
of renewable energy. Some of the more important mechanisms are renewable portfolio standards 
combined with tradable green certificates, tax incentives and especially feed-in-tarif fs (FIT) 
(Abdmouleh et al. 2015). Under a FIT regime, producers of renewable energy have the right to 
feed their energy into the public grid and receive prices which are fixed for a mid- to long-term 
period. In Germany, to name the most prominent example, the Renewable Energy Sources Act 
(RESA or EEG in the German form of the abbreviation) guaranteed fixed FIT for electricity from 
renewable resources for 20 years and thus created an environment with a high level of security and 
predictability for investors and operators of renewable energy production assets (Hoppmann et al. 
2014). Many countries restrict their FIT schemes to electricity, but France, for example, also offers 
FIT for biomethane, a product that has chemical properties similar to natural gas and is produced 
by upgrading biogas (Herbes et al. 2018a). The FIT are often financed by energy consumers. While 
FIT have shown to be an effective policy instrument for achieving a fast growth of renewables 
(Dijkgraaf et al. 2018), they are also costly and as a consequence governments, pressed by the 
public, have started efforts to reduce the cost of these schemes. Ultimately, governments want to 
phase out their support for renewable energies and make them competitive in the market where 
they compete with other energy sources (MacDonald and Eyre 2018).
In many countries, beside the state-led support schemes voluntary markets have come into 
existence. The fundamental pre-requisite for such a voluntary market is a liberalized market regime 
in which customers are free to choose their suppliers and energy products. In the European Union 
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(EU) market liberalization has taken place since the 1990s (Eising 2002). In voluntary markets 
for renewable energy, consumers are not obliged to buy energy from renewable sources, but they 
do so for various reasons (see section 4) and usually pay a price premium, since the production of 
renewable energy is often still more expensive than energy from fossil sources or nuclear power. 
In Germany for example, 22% of all households voluntarily purchase an electricity tariff that is 
based on renewables (Bundesnetzagentur and Bundeskartellamt 2018). Besides voluntary green 
electricity markets, some countries have developed voluntary markets for renewable gas, mostly 
based on biomethane (Herbes et al. 2016; Herbes et al. 2018a).
Japan is one of the largest energy consumers in the world, taking the fifth place in primary 
energy consumption with a strong reliance on energy imports, especially after shutting down 
nuclear power plants in the wake of the Fukushima accident (Komiyama and Fujii 2017). Japan 
largely relies on coal and liquid natural gas (LNG) for its electricity generation (Institute for 
Sustainable Energy Policies 2017) and had been relying on nuclear power as a low-carbon source 
of energy before 2011 (Matsubara 2018) although renewable energy had been promoted as 
early as in the 1970s (Raupach-Sumiya 2017). Fukushima was the starting point of an intensified 
expansion of renewable energy in Japan, albeit the development is focused on electricity like in 
many other countries. In 2012, the Japanese government implemented a FIT system for renewable 
electricity, offering reliable long-term (20 years) income to investors (Raupach-Sumiya 2017) and 
laying the foundation for a fast growth of this sector (Ministry of Economy, Trade and Industry 
2012). Moreover, the country set a target for an increased share of renewable energy in total 
electricity consumption: 22 -24% for 2030 (Ministry of Economy, Trade and Industry 2018), a target 
that unfortunately does not compare favorably to the targets in other industrialized countries and 
regions in the world and does not fully represent Japan’s potential for shifting towards renewables 
(Sørensen 2017). As of end of 2017, Japan accounts for 4% of total global renewable electricity 
capacity (IRENA 2018).
The share of renewable energy in the electricity sector has risen considerably in the years 
since Fukushima, amounting to nearly 15% of total power generation in 2016, up from 10% in 2010 
(Institute for Sustainable Energy Policies 2017). However, half of this is hydropower, a traditional 
source of renewable energy. Solar came in second in 2016, representing 4.4% of electricity 
production. New capacities for PV amounted to around 10 GW per year in 2014 and 2015 each 
(Institute for Sustainable Energy Policies 2017). Excluding large hydropower, the capacity for the 
generation of renewable energy has risen by a factor of 2.7 from the introduction of FIT in 2012 to 
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the end of the fiscal year 2016/2017 (Ministry of Economy, Trade and Industry 2018). However, 
there are large differences between regions, end use sectors and technologies. While Oita relies 
in the renewable sector (excluding big hydropower) to a large extent on geothermal power and 
Toyama and Nagano on small hydro, many others rely on PV, some of them almost exclusively. PV 
has surely been the technology with the biggest expansion over the last years.
But the strong financial support for PV through FIT has led to a number of problems. The 
government is well aware of them. The Japanese Ministry of Economy, Trade and Industry 
mentions “… a concern in the increase of public burdens, non-operation of approved facilities under 
the scheme, and existing utilities’ restriction of new entries to access power grids.” (Ministry of 
Economy, Trade and Industry 2017). Cost containment is now a major concern of the Japanese 
government (Ministry of Economy, Trade and Industry 2018) and it has changed the generous FIT 
system considerably in 2016 (Raupach-Sumiya 2017). Moreover, like in other countries, the need for 
increasing the capacity of the power transmission grid has been pointed out for Japan to increase its 
renewable share (Komiyama and Fujii 2017).
After several reform phases since the 1990s (Raupach-Sumiya 2017), the Japanese retail market 
for electricity is fully liberalized since 2016 (Matsubara 2018) enabling a voluntary market for 
renewable power products. While before that time regional monopolists such as TEPCO were the 
only providers from which consumers could buy electricity, the liberalization opened the market 
for new entrants, and their share in total electricity demand has risen to nearly 12% as of September 
2017. More than 7% of Japanese households had switched their supplier by the same date (Shinkawa 
2018) and research suggests that switching in Japan has improved customer satisfaction (Shin and 
Managi 2017).
The liberalization has created a new market for green retail electricity products and both 
incumbents as well as new entrants are making use of this opportunity. TEPCO, to name one of the 
incumbents, has, together with other investors, launched Trende Inc., a company offering green 
electricity tariffs to consumers. But there are also a large number of new entrants in the electricity 
market. Some of these new entrants only offer electricity from fossil fuels, others both from fossil 
and renewable sources and a third group only from renewable sources. The latter group can be 
split into various types of providers: municipal utilities ( jichitaikei denryoku), regional power 
companies (chiikikei denryoku), cooperatives (seikyoukei denryoku) and multi-region suppliers 
(fukusu chiiki kyoukyuu) (power-shift.org 2018). And web-based platforms already have started to 
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support consumers in their decision making: power-shift.org for example lists nearly 30 providers 
that have to fulfill a number of consumer- and renewable-centered requirements: information on 
underlying production technology, easy-to-understand information, procurement predominantly 
from renewable sources, focus on facilities run by regional communities and citizens and no capital 
ties with a major (incumbent) utility (power-shift.org 2018). 
3. The challenges of marketing renewable energy
The previous section has outlined how voluntary markets for renewable energy products have 
developed. But marketing renewable energy poses a number of challenges to companies producing 
and selling this type of energy. The main challenges arise from the following attributes of renewable 
energy (Friege and Herbes 2017):
•  Commodity
•  Low-involvement product
•  Credence good
•  Partially public good
•  Product requiring explanation
•  Prosumer good.
Commodities such as energy are perceived by consumers to be interchangeable with no or 
little differentiation between of single products. This triggers a strong focus on price. Renewable 
energy offers the opportunity of de-commoditizing energy as such, but e.g. in the market for green 
electricity the products again may seem very similar. In Germany for example, a developed market 
for green electricity, the consumer can choose between thousands of green electricity products 
(Herbes et al. 2018b), but the products are rather similar, with most of them being based on 
hydropower from Scandinavia or Austria (Herbes 2014; Herbes et al. 2018b).
Energy is a low-involvement product (Lohse and Künzel 2014). Involvement was defined 
by Zaichkowsky in her seminal study as “… a person’s perceived relevance of the object based on 
inherent needs, values, and interests” (Zaichkowsky 1985:342). Involvement motivates consumers 
to spend time and gather information in order to make a careful decision. That is not the case with 
most consumers for energy which again increases their focus on price.
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The environmental benefits of renewable energy cannot be experienced or evaluated by 
consumers even after purchasing the product, which makes renewable energy, like many other 
environmentally beneficial products, a credence good, i.e. consumers have to trust that the 
product really possesses the attributes that the provider claims it does (Kerschbamer and Sutter 
2017; Sheldon and Roe 2009). Third party certification therefore gains high importance to support 
consumers’ trust in the ecological attributes of renewable energy products (Friege and Herbes 
2017; Bougherara and Piguet 2009).
Consumers do not exclusively reap the benefit of their decision for renewable energy: they 
support, in the case of a really environmentally beneficial renewable energy product, the production 
of a good that is partially a public good, i.e. a good which increases the utility of all humans on the 
planet through e.g. containing global warming (Karlsson-Vinkhuyzen et al. 2012; Rose et al. 2002). 
The public-good-attribute enables free-rider behavior (Menges and Beyer 2017). But providers can 
also use this attribute to increase the utility of customers by supporting them in experiencing a 
‘warm glow of giving’, a phenomenon also discussed under the phrase ‘impure altruism’ (Andreoni 
1989, 1990), i.e. consumers are satisfied and derive joy from helping others, in this case humanity, 
in fighting global climate change.
Renewable energy products require explanation in order for the customer to understand its 
characteristics and benefits. First, the provider needs to explain about how, where and by whom the 
energy is produced. And second, the provider has to explain the ecological benefits of the product 
(Friege and Herbes 2017).
Lastly, renewable energy more and more transitions from a good which is produced and sold 
in a conventional provider-customer relationship to a good, which is at least partly, produced by the 
consumer who turns into a prosumer (Kubli et al. 2018). Many households have started to put so-
lar panels on their roofs and produce electricity. They expect their energy provider to integrate that 
production into the services they receive and thus trigger new business models (Schlemmermeier 
and Drechsler 2017).
The aforementioned characteristics of renewable energies interact with consumers’ attitudes 
and behaviors which are the focus of the next section. In this combination, renewable energies are a 
challenging product for marketing experts and an intriguing object of research for academia.
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4. Consumer values, attitudes and behavior towards renewable energy products 
Companies that market renewable energy products to private end-customers have to take 
into account consumer values, attitudes and behavior towards renewable energy in order to craft 
effective marketing strategies. Therefore, consumers and renewable energy have been the object 
of academic enquiries for decades. Especially the field of electricity from renewable resources has 
been covered by many empirical studies, which often are looking at the willingness-to-pay (WTP) 
for green electricity products (Herbes et al. 2015; Oerlemans et al. 2016).
Past research has established a number of factors that drive WTP for electricity products from 
renewable energy sources. The first group of factors relates to the consumer as a person, his or 
her attitudes, values and socio-demographic characteristics like income and education. The second 
group contains attributes of green electricity products such as the underlying production technol-
ogy, e.g. solar power. The third group consists of factors pertaining to the provider. Apparently 
consumers care about the question whether their provider is a large international corporation or a 
small local cooperative. And lastly, the political framework for renewables that consumers perceive 
around themselves also influences their WTP. A strong state support for renewables can, at least 
partly, crowd out private consumer action (Menges and Traub 2009). Table 1 summarizes the 
factors.
Although past studies do not unanimously agree on the impact of the abovementioned 
factors, we can summarize the broad tendencies as follows: consumers that are younger, better 
educated, have a higher income and live in bigger households show a higher WTP for green 
electricity. Likewise consumers that exhibit a high degree of altruism, environmental awareness, 
pro-environmental attitudes, show pro-environmental behavior and have knowledge on renewable 
energy, tend to have a higher WTP. Products that are based on solar or wind seem to elicit a higher 
WTP than those from biomass or big hydropower. Also, the percentage of renewable electricity in 
the product seems to drive WTP. The research on the impact of the provider is still underdeveloped, 
but it seems that consumers value local, small providers and those in the legal form of a coopera-
tive.
Consumers can derive different types of utilities from the purchase of a green energy product, 
as from other products with pro-environmental attributes (Herbes and Ramme 2014): First, the 
product may support the consumer’s values and self-identity. Second, in close connection to that the 
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product may help consumers achieve their goals such as expanding the use of renewable energy 
in their home country or, more generally, furthering environmental protection. As a side aspect, a 
provider may enhance consumers’ perceived effectiveness in achieving these goals, e.g. by giving 
Table 1: Factors influencing willingness-to-pay (WTP) for renewable electricity
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detailed information on the environmental benefits of the product or getting an eco-label for it. 
But consumers can also derive more subtle psychological benefits from their purchasing decision. 
They may experience the so called ‘warm glow of giving’ (Andreoni 1989, 1990; Menges et al. 2005; 
Hartmann and Apaolaza-Ibáñez 2012; Ma and Burton 2016).  Finally, pro-environmental products 
and services can offer opportunities for conspicuous consumption satisfying consumers’ symbolic 
motives. I.e. they can demonstrate their environmental awareness and their willingness and ability 
to pay a premium for renewable energy (Palm and Tengvard 2011; Noppers et al. 2014). However, it 
should be difficult for providers to harness the potential of conspicuous consumption in the context 
of renewable energy, given the fact that energy is consumed in private, is invisible and a low-interest 
product (see section 3).
In a choice experiment, Murakami et al. found  that Japanese consumers would be willing to 
pay a premium of 0.31 US$ per month for a 1% increase of the share of renewables in the electricity 
mix (Murakami et al. 2015). They also found that solar and geothermal power is slightly more 
popular in Japan than wind power. An earlier study showed that Japanese households would be 
willing to increase their monthly bill by 17 US$ to increase the amount of renewables (Nomura and 
Akai 2004). Other empirical studies also found positive WTP for green energy in Japan (Kinoshita 
2018; Ise 2006) and Raupach reports a number of studies from market actors that confirm a positive 
WTP for green electricity and partly also suggest a preference for local suppliers (Raupach-Sumiya 
2017). Although cross-national data are not fully comparable, there seems to be room for renewable 
energy products coming with a premium in the Japanese retail electricity market like in many other 
industrialized countries.
We have seen that consumers can derive various types of utilities from the purchasing of a 
renewable energy product and that they favor certain product attributes and provider types. The 
next section will look at how providers respond to the consumers’ wishes.
5. Marketing of renewables today and its shortcomings
While the consumer side of the market for green energy has been researched in much 
detail as became clear in the previous section, research on the supply side, namely the marketing 
strategies of providers of green energy, is still rather scarce. The few existing studies tend to focus 
on electricity and not on fuel, heat or biogas. This section summarizes the existing research on 
providers’ marketing strategies and points out areas for improvement. The section focuses on 
Marketing Renewable Energy (Carsten Herbes)  
product strategy, pricing strategy and communication strategy and omits distribution.
5.1. Product strategy
In some of the developed markets for green electricity, products seem to have little 
environmental benefit. In Germany (Herbes 2014; Herbes and Ramme 2014) and The Netherlands 
(Mulder and Zomer 2016) for example, most products are based on large hydropower. The reason 
for this strategic choice by providers is that certificates from this source are very cheap and 
providers of green retail electricity products can offer their products for a very limited premium. 
Sourcing all necessary certificates and / or underlying electricity from solar PV installations or 
wind power plants instead of hydropower would entail significant extra cost and thus oblige the 
providers to charge much higher premia to their end customers. But turning low-cost hydropower-
based certificates into green retail electricity products means that consumers do not contribute to 
environmental goals with their product choice. The hydropower plants have often been in operation 
for decades and by buying such a product, no additional renewable energy production capacities 
will be triggered. In other markets like the UK, the technology mix in voluntary green electricity 
products is less concentrated on hydropower, but the green electricity in the UK that is used in 
consumer products is already incentivized via public support schemes. Therefore, the consumer 
choice has little impact on the installation of new renewable capacities.
Putting it bluntly, these products are worthless from an environmental perspective and 
consumers are misled in buying them. In order for consumer choice to translate into the expansion 
of renewable energy capacities, we need additionality. I.e. a green electricity product has to be 
designed in a way that whenever a consumer buys it, he will make a contribution to building more 
renewable capacity. Some providers in the market try to incorporate this aspect by making sure that 
their products are based to a certain extent on new renewable capacities. And some third party eco-
label providers make this additionality a requirement for products that apply for the label (Leprich 
et al. 2017).
In many cases, the abovementioned hydropower in European green electricity markets comes 
from Norway, Sweden or Austria, so it is not from local sources from the perspective of consumers 
in large retail electricity markets in Europe. The low cost of certificates is also the reason why many 
electricity products in Europe consist of 100% renewable energy.
Unfortunately, many providers do not disclose the source of the renewable energy in their 
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products to the consumers, also in developed markets like Germany (Herbes 2014). In Japan, only 
half of the providers reveal from where they source their electricity (Matsubara 2018).
With renewable energy being a credence good (see section 3), third-party certification can be 
an important element in designing green electricity products. As mentioned in section 4, labels can 
also help to increase perceived consumer effectiveness, an important type of utility for green energy 
consumers. While third-party eco-labels do not seem to play a role in the UK, France and Italy, they 
are widespread in Germany (Herbes et al. 2018b). The market seems to be very dynamic regarding 
this attribute. In a review of more than 600 green electricity products in 2014, only 12% of the 
products in Germany carried an eco-label (Herbes and Ramme 2014). In the meanwhile, however, a 
majority of products under review in a recent study are certified by a third-party, many of them even 
carry multiple, at times a double-digit number of labels (Herbes et al. 2018b). However, the fact that 
many different labels are available in the market combined with the notoriously low familiarity of 
consumers with the labels (Truffer et al. 2001; Kaenzig et al. 2013; Mattes 2012) leads to a situation 
where labels probably do not help consumers in finding trustworthy green electricity tariffs that 
really have a positive impact on the environment, but rather contribute to consumer confusion.
To summarize, products in voluntary green electricity markets often have limited environmen-
tal benefits and do not respond to consumers’ preferences for products that support environmental 
protection and local production. Labels seem to be of little help in giving consumers orientation in a 
confusing market environment.
5.2. Pricing strategy
Energy from renewable resources offers additional utility to consumers compared with energy 
from fossil sources. Depending on the product, consumers can contribute to their goal of increasing 
the share of renewables and protecting the environment with their purchasing decision. 
One would expect this extra utility to be mirrored in price premia. For a number of states in 
the United States, MacDonald and Eyre found price premia of 0.008 Euro/kWh compared to the 
cheapest non-renewable tariff at average retail electricity prices between 0.1 and 0.9 Euro/kWh. 
In Australia price premia stood at 0.040 Euro/kWh compared to total prices of 0.2 Euro/kWh. The 
German average premium was calculated at 0.025 Euro/kWh with an average total price of 0.3 
Euro/kWh (MacDonald and Eyre 2018). Two years earlier, a study showed for Germany that green 
tariffs were on average only 2% more expensive than the average of tariffs that are not 100% renew-
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able and that many consumers could actually lower their electricity bill by switching to a green 
tariff (Top agrar online 2012). These results can be related to green energy being a commodity 
and a credence good combined with the fact that the extra cost that providers incur for sourcing 
electricity and / or certificates from hydropower plants are rather low. Along the same lines, a study 
that looked at how providers of green electricity communicate about their products found that many 
of them put the low price of their products in the foreground instead of stressing the environmental 
benefits of green electricity (Herbes and Ramme 2014).
One study (Herbes et al. 2016) has explicitly analyzed pricing strategies, albeit not for green 
electricity but for biomethane. Biomethane is produced by upgrading biogas, which in turn can be 
produced from material such as household organic waste, farm manure or energy crops (Muñoz 
et al. 2015). Therefore, biomethane is a renewable alternative for natural gas. The study found that 
providers offered differentiated products with regard to the raw material for producing the biogas 
(energy crops vs. waste), with regard to whether the products carry a third-party certification 
through eco-labels and with regard to the location of the production. Moreover, some providers 
offered additional eco-benefits by making donations to environmental projects. Interestingly, none 
of these differentiating factors was reflected in price differences. The only factor that had a robust 
link to the price was the content (percentage) of biomethane in the product (Herbes et al. 2016).
Overall, it seems that providers do not yet make full use of the opportunities for differentiated 
pricing for renewable electricity. They seem to shy away from taking the burden of communicating 
the, admittedly sometimes dif ficult to explain (see section 3), environmental benefits of their 
products and rather rely on low prices as a key selling point. This has also to do with the fact that 
energy, even renewable energy, can be perceived by consumers as a commodity which increases 
the focus on price.
5.3. Communication strategy
In section 3, the need to explain renewable energy products to the customer was already 
mentioned. So, how do providers communicate the benefits of their products?
As mentioned in section 4, consumers can derive different types of benefits from using green 
energy. How can companies that sell green energy products help consumers in realizing these utili-
ties? Helping consumers achieve goals like environmental protection in general or more specifically 
the expansion of renewables requires giving information on the environmental benefits of the prod-
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uct. Helping them to achieve a ‘warm glow’ can be achieved by telling them about the reduction in 
their personal CO2-footprint through buying a green energy product. Regarding these two points, a 
study from 2014 revealed, that German green electricity providers in the online marketing on their 
websites most often mentioned environmental protection and climate protection as benefits of their 
products. But price already came in the third place almost on par with quality / certification, while 
regionality, support of new plants, improving the customers’ carbon footprint, paying into funds for 
ecological projects and related extra benefits were not mentioned as often. Only very few products 
carried a description of detailed environmental benefits (Herbes and Ramme 2014).
Helping consumers practice conspicuous consumption and thus reaping status benefits from 
their pro-environmental purchasing decision would require helping them to make this choice visible 
to relevant others. However, this is, as already mentioned in section 4, rather difficult given the fact 
that electricity is, other than e.g. an electric vehicle, a reusable coffee cup or other objects, invisible 
and thus does not lend itself easily to supporting symbolic motives. However, providers could give 
away T-shirts, caps or other visible objects that would identify their owner as a buyer of green 
energy. Another interesting approach is providing customers with short, interesting stories, e.g. 
about local energy production, which these can in turn relate to others and thus present themselves 
as a pro-environmental consumer. To date, however, such strategies cannot be observed in the 
market.
Overall, communication strategies for renewable energy products seem to leave a lot to wish 
for. Given the mass of empirical marketing research on consumers and pro-environmental products 
in general and more particularly consumers and green energy, there seems to be a gap between 
what we know about consumers’ attitudes and behavior and the way this knowledge is harnessed in 
marketing strategies.
6. Conclusion and outlook
Renewable energies are, besides other elements such as increasing energy efficiency, an 
important element in the fight against global warming. Their growth has been driven in many 
countries by state-led policy instruments such as FIT. But the costs of such instruments that are 
usually born by consumers have made themselves increasingly felt. Therefore, governments want 
renewables to become competitive in the market. Voluntary markets for renewable energy products 
are a way to leverage the environmental benefits of renewable energy and turn it into utility for 
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consumers that purchase green energy products at a premium without being forced by the state.
However, renewable energy products pose a number of challenges for marketing experts. 
Amongst other attributes, they are often perceived as commodities, are credence goods and require 
an increased amount of explanation by the provider for consumers to understand their benefits and 
to be able to differentiate between the products in the market. Consumers derive various utilities 
from purchasing green energy products: these products help them to further their goals like 
environmental protection, allow them to experience a ‘warm glow of giving’ and could, in the future, 
also enable status gains through conspicuous consumption.
Unfortunately, providers’ marketing strategies especially in Germany are not yet aligned with 
what we know about consumers. Many products in the market carry little environmental benefits 
and disregard consumer preferences for specific product attributes such as local production or 
production from specific renewable sources. Most providers still find themselves in a competition 
that focuses on price rather than using the differentiation potential of energy products from renew-
able sources.
Japan has just fully liberalized its power markets in 2016 and incumbents and new entrants 
alike have started to compete for customers with electricity products that are based on renewables. 
Given the strong mental presence of the Fukushima accident in the Japanese population and the 
pro-environmental attitudes that many Japanese have, the market for green electricity products 
looks quite promising. It would be beneficial if Japanese providers did not repeat the problematic 
development of other voluntary markets for green energy but offered products that meet the 
preferences and goals of Japanese consumers and really benefit the environment by triggering an 
expansion of renewable energy.
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M & A マネジメントの実践的課題







　M & A は国内市場の飽和化や業界再編活動を背景に、企業の重要な成長戦略の手段として認
識されている。M & A は経営戦略論の範疇から理解すれば、成長戦略の手段であるが、企業の
取引であることからさまざまな分野から研究および実務が進んでいる。例えば、買収対象企業の
対するデューディリジェンス（買収監査）においては、相手企業の財務諸表の調査という財務面




　そして、M & A の実務面に関する文献としては、M & A ストラクチャリングといわれる契約
までの手続き的な論点を整理したものが数多く登場している。これらの文献の内容をみる限り
M & A を実際に実行する際には、多岐にわたる専門知識を駆使することが必要になることが分
かる。
　経営学分野における M & A 研究では、M & A を行う動機や M & A の効果というプレ M & A
段階の論点や、ポスト M & A の組織統合に関することを中心に議論されてきた。特に、M & A
は他企業との関係を構築することでもあるので、組織間関係論の分野でも重要な論点となる。本
稿では、M & A マネジメントに関わる研究の展開を見ることによって、論点の変化とともに、
どのようなことが実践面において課題になるのか論じる。そして、M & A の実務的課題に関し
ての提言をすることを目的とする。
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２．M & A に関わる諸理論の整理
（１）多角化の手段としての M & A －企業の成長を考える
　経営戦略論の初期研究の主要なテーマは、Ansoff（1965）にみられるように多角化戦略に関す
るものである。M & A は多角化のための手段として議論されてきた。自社内部で技術開発を行い、













（２）組織間関係の一形態である M & A －組織間の相互依存関係と自律性を考える
　M & A は企業同士の結合関係を形成することでもあるので、組織間関係論においても議論の
対象となってきた。Pfeffer & Salancik（1978）によって体系化された資源依存パースペクティブ










互依存関係にあり、効果的な M & A のためには必要となる。境界が厚い場合に、あえて浸透性
を高めることは、過干渉や圧力ととらえられる可能性があり、組織間協働関係の阻害にもつなが




３．M & A マネジメント概念の体系化
（１）M & A マネジメントの課題
　多角化戦略や資源依存パースペクティブにみる M & A に関する議論は、M & A をなぜ行うの
かという「手段」に焦点を当てたものであった。どのような企業を買収した方が高い成果を上げ
ることができるのか、何を目的に M & A を行うのかということが焦点にある。M & A は経営戦
略の手段であると考えれば、次に考えるべきことは、その「実行」の面である。Haspeslagh ＆ 
Jemison（1991）“Managing Acquisitions” によって、M & A のマネジメントの側面が本格的に議論
される。
　M & A は単に契約が締結されて成功というわけではなく、いかに価値を創造していくのかが
課題であり、その本質は戦略的ケイパビリティの移転にある。戦略的ケイパビリティは、その企
業の競争優位性の源泉でもある経営資源であり、その移転がうまくできるのかどうかは、ポスト
M & A の組織統合段階のマネジメントが重要になる。組織統合のタイプは、統合プロセスにお
ける両企業間の関係を組織的自律性と戦略的相互依存性の２つの次元から、保持（preservation）、









　多角化戦略や資源依存パースペクティブにおける M & A の捉え方は、M & A の動機や買収価
格の算定、買収対象企業の戦略的選択の有効性分析という、M & A を実行するという手段の「選
択」に関する問題を扱っている。Jemison ＆ Sitkin（1986）は、これを選択パースペクティブ
（choice perspective）に基づいた研究としている。その内容は M & A を行う企業をブラックボッ
クスとしてみており、M & A に関連する人々を合理的意思決定者として捉え、そうした人々の




い。買収価格の算定や戦略的関連性が依然として M & A の重要な要因であることには変わりな
い。ただ、この見解に限界がある限り、それを補足するようなパースペクティブが必要になる。
　Haspeslagh & Jemison（1991）の提唱したプロセス・パースペクティブは、選択パースペク
ティブをもとに M & A の実際の側面に焦点を当てている。これはプレ M & A の意思決定プロセ
スとポスト M & A の統合プロセスの両方に焦点を当てたものであり、M & A を一連の流れの中
で捉えている。以下、その特徴をみていく。
　まず、M & A における価値創造とは、選択パースペクティブとして捉えたような M & A 取引
それ自体から生じるものでもない。プロセス・パースペクティブでは、M & A のプロセスから
価値が創出されていくと考えている。また、M & A プロセスにおける２つの段階は独立的な関
係にあるのではなく、相互依存的な関係として捉えられる。それは、意思決定段階からポスト
M & A で行う統合計画を策定することは、その後に企業の進むべき方向を明確にするので、マ
ネジャーは戦略的要因だけでなく組織的要因も考慮して対象企業を選択すべきである。また、友
好的 M & A や敵対的 M & A という買収方法が、被買収企業の抵抗の程度に影響を与えるという
側面もある。敵対的買収の場合には被買収企業の従業員は買収企業に対して悪い印象を持つため
に、その後のマネジメントにおいてもさまざまな障害が発生してくることが予想される。つまり、
買収方法や買収形態は統合マネジメントにも大きな影響を与えるのであり、プレ M & A とポス
ト M & A は相互に関連し合っている関係であり、一連の流れとして見ていくことが必要となる。
　さらに、プロセス・パースペクティブは、ダイナミックな視点に立つものである。M & A 研
究のスタイルとして、M & A の成功・失敗の評価に関するものは、任意のある一時点の財務状
況や株価などから認識するために、M & A を実行してからの間に、企業がどのような経営を展
開してきたのかが不明確な場合が多い。さらに、M & A の成功率を事前に予想することや、成
功・失敗の具体的尺度を決めることは困難である。そこで、期待した目標に到達するまでの過程
を考察することが有効である。つまり、プロセス・パースペクティブでは、M & A によって企
業がどのように変革していくのかというダイナミックな側面を論じている。
（３）ポスト M & A の統合段階の課題
















れるものであるので、ポスト M & A で人的問題が重要な課題になることとも関連している。ま
た、移転する対象が見えざる資産であるために、その効果を把握しにくいという問題もある。

































































５．M & A を実行する組織能力
（１）M & A コンピタンスの概念
　コア・コンピタンスの対象は、主に内部成長戦略に関するものであったが、アライアンス・コ
ンピタンスのように外部成長戦略においても認識できるものである。例えば、M & A を 1 回限
りではなく、複数回行っている企業においては、個別案件を見るだけでは把握できなかった一連
の M & A を成功裏にマネジメントしていく組織能力の存在を捉えることができる。こうした能
力は M & A に対する共通のフレームワークを提供し、M & A に伴うさまざまなコストや組織的
問題を低減していくことを可能にする。つまり、M & A そのものに関する組織能力の存在を考
えることができる。M & A の意思決定から統合という M & A プロセスを効果的にマネジメント
していく企業特殊的な組織能力を「M & A コンピタンス」として提唱する（中村 ,2003）。M & 
A コンピタンスは特に M & A を繰り返し行っていくマルチプル M & A を実行する場合に、競争
優位を獲得する上で重要となる。
　プレ M & A では意思決定に関わることが中心的課題である。まずは、戦略目標を策定し、そ





レ M & A におけるコンピタンスである。







（２）M & A コンピタンスの形式知化－ M & A プロセスのシステム化
　M & A コンピタンスは過去の案件からの経験や他社のベストプラクティスによる学習によっ
て、組織内に形成される。組織内に蓄積していくためには、専門担当者や専門部署の設置という




　M & A コンピタンスの存在は、個々の M & A を成功裏に実行していくとともに、その実行速
度も重要視されている。M & A には時間を買うというメリットがありながら、実際には期待し
た効果を獲得するまでには長い時間がかかってしまい、メリットが低減しているということも指
摘されている。つまり、M & A プロセス全体をいかに迅速に実行できるかを考えることが次の
課題である。
　M & A 件数の数量的増加や経営戦略における M & A の選択肢が増える場合、すべての案件の
プロセスに経営者自らが関わっていくことは、他の業務があるなかでは大きな負担になる。そこ
で、できる限り M & A 案件の現場に近いレベルで迅速に対応することが望まれる。また、M & 
A 案件が増えると案件に携わる関係者数が増える。これは M & A 関連の知識やスキルが分散し
てしまう傾向を引き起こす。その解決のために、M & A に関連する知識やスキルを組織内に蓄
積することを目的に、専門担当者や専門部署の設置が有効となる。




試みられている（Ashkenas et al., 1998）。例えば、数多くの M & A を実行して成長を図った GE
キャピタルでは、パスファインダーモデルという M & A プロセスが作られていた。こうした作
業は、M & A コンピタンスを形式知化していくものであり、企業の競争力の源泉であるコア･コ
ンピタンスとして確立するうえでも重要なことである。
　
６．M & A マネジメントの実践的課題









　こうした考え方を Angwin（2007）は M & A 研究にも適用し、「実践としての M & A」の統
合フレームワークを提示する。従来の M & A マネジメントに関わる研究は、M & A プロセスに
着目するプロセス・パースペクティブが議論の中核をなし、効果的な M & A プロセスの実行が、
高い成果を生み出すと考えてきた。プレ M & A では、最善の相手企業を探し、適正な買収価格
で Win-Win の交渉を実現していく。ポスト M & A の統合過程では多くの障害があるが、それに
対して事前に準備をし、問題が生じたら迅速に解決していくということが課題とされてきた。組
織の特性や外部環境の相違などはあまり考慮しない議論が展開されてきた。
　実際の場面では、M & A プロセスの一般化は難しく、行われる状況は常に異なる。時には計
画していたものを破棄して新しいアプローチを選択するなど、試行錯誤しながら M & A プロセ
スは実践されている。そこで、テキスト（Text）、ツール（Tools）、トーク（Talk）という３つ
の視点から M & A を捉え、この３つの関係から M & A による事業の再構成、事業間の抵抗、事
業の革新が行われていくとする。
　第１に、テキストという戦略の構造である。M & A プロセスにおけるマネジメントは重要な
課題であるが、M & A を巡る社会的な認識、法律などの制度、慣行、流行、権威のある企業に
よる M & A の実施は、M & A の正当性や企業内におけるパワーに大きな影響を与える。M & A
の実行のしやすさとも解釈できる。つまり、M & A を取り巻く構造や環境が良ければ、高い成
果につながると考える。例えば、現在の M & A 環境は企業の重要な戦略の１つとして認識され
るようになり、仲介会社も数多く設立され、法制度も実行しやすい状況となっている。こうした
M & A を取り巻く環境がテキストに該当する。
　第２に、ツールであり、M & A に対する概念、言語、技法、基本設計である。M & A のパ
フォーマンスの評価や M & A 案件自体の評価、M & A プロセスに対する視点など、利益を最大
化するためのモデルの探求が行われる。プロセス・パースペクティブがプレ M & A 段階に対し
て課題としてきたテーマでもある。実際の場面でも M & A の技法は進化し、デューディリジェ
ンスも精緻化している。プレ M & A 段階の精度は上がっていると言えよう。
　第３に、トークであり、経営陣の行動、企業内での M & A に対する活動、M & A に関連する
物語の策定、日常業務としての相互関係、エピソードをつくることなどである。これは経営陣の
間での交渉問題や、統合過程での人と人との関係を課題とし、時間をかけた深い相互関係が高い
成果につながると考える。実際はポスト M & A 段階で課題となることであり、最近では経営者
のみならず専門担当者や専門部署も設置され、より良い M & A を実行するためのサポート体制
が整備されている。そして、統合マネジメントに対する知見も蓄積されるようになっている。




（２）M & A マネジメントの実務的課題
　M & A マネジメントに関わる研究から考えると、成長戦略の手段としての検討から、M & A
そのものを実行する組織能力に関する視点へと、いかに M & A によって競争優位性を獲得して
いくのかということを対象に議論が展開されてきた。また、M & A プロセスにおけるベストプ
ラクティスの抽出が実務上では大きな課題となるが、組織間の相互依存性と自律性という相反す
る関係性をどのように考えるのかによって、PMI におけるマネジメントも変える必要がある。
　近年では、M & A 仲介会社が増加し、M & A に関わるセミナーなどが活発に開催されている。
大企業の M & A のみならず、後継者問題などを背景に中小企業の M & A にも注目が集まって
いる。また、コンサルティング会社などが M & A コンピタンスを測定する方法を開発するなど、
プレ M & A 段階のみならず、PMI に関わるサービスを提供していることも近年の傾向としてみ
られる。ただし、M & A では外部の専門会社などはアドバイザーとしての役割としては重要で
あるが、組織統合段階は自社の力で行う必要がある。組織統合は、両企業の文化や歴史が大きく
影響しており、これが M & A によって表出化するために、場合によっては大きな混乱を招く恐
れもある。
　つまり、組織内部に M & A について理解している人材を設置することが求められている。例
えば、内閣府経済社会総合研究所の提起を受けて設立された M & A フォーラムでは、M & A 関
連人材の育成を目的にセミナーを開催している。また、JT の M & A に携われた新貝（2015）の
ように、実際に M & A を実行した人が、自分の経験を書きまとめた文献もいくつか出版される
ようになってきた。以前に比べると M & A の実務について客観的に理解できる機会が増加した
と言えよう。
　M & A は Angwin（2007）がまとめているように、実行方法や目的、組織の状況が多種多様で
あるために、ケースバイケースになることが多くある。しかし、M & A マネジメントに関する
研究やケーススタディにおけるベストプラクティスは、実務における多くの有益な知識を提供す
る。M & A に関する知識やスキルを学び、さまざまなケースを勉強している人材の育成が実践
的場面でも活躍できるといえよう。
＊ 本稿は、佐久間信夫先生主催の研究プロジェクト（2017 年３月２日開催）において「M & A マ
ネジメントの実践的課題」として報告した内容をまとめたものである。佐久間先生には、御編
著である『経営学者の名言（2015 年）』『多国籍企業の理論と戦略（2016 年）』『M & A の理論
と実際（2017 年）』において、私も執筆の機会を頂き大変お世話になりました。また、研究プ
ロジェクトにもお誘い頂き、とても勉強になっております。先生のこれまでのご功績に感謝し、
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新しい門出を祈念いたします。
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の CSR への注目・関心は低い。実態経済に目を向けると、日本の企業数は約 421 万社である







観とリーダーシップ（以下 , LS）に基づき実践される「暗黙的 CSR」が看過されている点がある
と考えている。中小企業の CSR を捉えるには、経営者の LS 行動が CSR に及ぼす影響を考察す
る必要があるのである。とくに CSR を推進する経営者の「社会的に責任あるリーダーシップ」
（Socially Responsible Readership, 以下 , SRL）が、中小企業の CSR 実践には不可欠の要因にな
ると考えられる。中小企業の CSR は経営者の LS という属人的な性格に基づくため、現経営者の
下で CSR を果たしていたとしても、経営者の交代にともない CSR が後退する可能性もある。中
小企業では CSR の持続性も課題の１つになるのである。このことから筆者は、属人的な要素で
ある SRL を、先代から現経営者、そして後継者に承継することで中小企業の CSR の持続性が担
保されると考えている。




な役割を担うことを指摘する。第２に、2000 年代以降に議論され始めた CSR と LS の関係性を































た、大企業の CSR は「明示的 CSR」として、CSR も組織に制度化されている。CSR 担当取締役
の設置、CSR 教育の実施、CSR 報告書の発行など、CSR の推進体制を構築して外部からの評価
を可能にしている。企業評価も含めて、明示的 CSR は何らかの経済的見返りを追求する戦略的
な取り組みであり、大企業で進む CSR 実践はこの傾向を強く表している。大企業では、CSR は
経営者の倫理観や価値観に基づくものではなく、制度化された取り組みとして組織的に機能する
仕組みの側面が強い。
　これに対して、中小企業の CSR は「暗黙的 CSR」で特徴づけられる。それは、経営者の価値
図表１：中小企業の規模的定義
業種分類 中小企業基本法の定義
製造業その他 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 300 人以下の会社及び個人
卸売業 資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び個人
小売業 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が 50 人以下の会社及び個人





責任を自覚して行う CSR であり、彼の価値観と LS によって牽引される。中小企業では、CSR
の制度化が不十分であるため、経営者の価値観それ自体が当該企業の CSR を形づくると考えら
れる。それゆえ暗黙的 CSR に依拠しなければ、中小企業の CSR 実践を的確に捉えられなくなる
（矢口 , 2016, p.60）。中小企業の CSR 研究が少ないことに加えて、中小企業でも制度化を促進す





               売 上
  高業種
分 類 項 目 合 計 ～ 5 億円 ～ 10 億円 ～ 25 億円 ～ 50 億円 ～ 100 億円 100 億円超
売上高別合計
中小企業 3,569 1,263 1,053 797 290 107 60
大企業 84 0 0 11 21 18 34
合計 3,653 1,263 1,053 808 311 125 94
同族企業数 3,477 1,228 1,006 763 288 111 81
同族比率 95.2% 97.2% 95.5% 94.4% 92.6% 88.8% 86.2%
建設・土木・
管工事など　
中小企業 1,070 488 327 194 48 8 5
大企業 0 0 0 0 0 0 0
同族企業数 1,045 485 319 184 45 7 5
製造
中小企業 583 201 170 134 51 21 6
大企業 4 0 0 0 0 1 3
同族企業数 552 191 158 125 50 20 8
運輸・通信
中小企業 225 64 81 67 11 2 0
大企業 14 0 0 6 5 2 1
同族企業数 225 59 80 68 15 2 1
卸売・商社
中小企業 838 212 218 225 113 43 27
大企業 16 0 0 0 0 1 15
同族企業数 810 208 209 219 104 39 31
小売
中小企業 317 85 97 74 30 21 10
大企業 17 0 0 3 4 6 4
同族企業数 324 84 97 72 32 25 14
不動産
中小企業 115 48 36 24 6 1 0
大企業 2 0 0 0 0 1 1




中小企業 421 165 123 79 31 11 12
大企業 31 0 0 2 12 7 10
同族企業数 416 160 109 73 37 16 21
出所：矢口 , 2017, p.15 を加筆修正。
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　CSR の制度化は CSR 研究における主流であり、行動規範の策定と CSR 体制の構築、および




らなくなるからである。また、CSR の制度化では、経営者の LS に関する視点も看過されている。
もちろん、取締役会という経営体に注目する研究も見られるが、それらは役員の配置と権限、合
議体としての意思決定を問うているため（村田 , 2012; Shaukat et al., 2016）、特定個人の LS には
焦点が当てられていない。CSR と LS の関係性については研究蓄積の少ない領域だったのである。








　日本では、CSR と LS の関係性についての研究はほとんど存在せず、わずかに見られるもの
も CSR における LS の本質を問うたり、学術的な考察を試みていない。例えば、山中（2006）
は、CSR の推進には経営者の LS が必要であり、その形成には哲学が重要であると主張している






げられることもあるが（小林 , 2006 ; 日本能率協会編 , 2007）、これらは対話や事例紹介の域を出
るものではない。
　これに対して海外では、2000 年代初頭のエンロン・ワールドコム・ショック（以下 , エンロン
事件）を契機にして、CSR の制度化だけでなく、経営者のモラル（道徳・倫理）に注目が集まり、
モラルに焦点を当てた LS 研究が進展していく（小久保 , 2007, pp.23 -25）。企業の経済的な成果
だけではなく、企業倫理や CSR の側面も考慮した LS の社会性に関心が集まるようになったので
ある。とくに、オーセンティック・リーダーシップ（authentic leadership, 以下 , オーセンティッ
ク LS）、スピリチュアル・リーダーシップ（spiritual leadership, 以下 , スピリチュアル LS）、サー
バント・リーダーシップ（servant leadership, 以下 , サーバント LS）の３つの LS が注目される
ことになる。
　オーセンティック LS とは、「本物であり、独自的で、偽物ではない」LS のことである（Shamir 
and Eilam, 2005, p.396）。そして、リーダーは、組織内における個人の①自己認識と②内面的な
道徳性、③公平な情報処理、④フォロワーとの透明性ある関係を構築し、ポジティブな精神状態
と組織内の道徳的雰囲気を醸成していく存在と捉えられる（Mohammadpour et al., 2017, p.493）。
しかし、オーセンティック LS 研究は「哲学的な様相を呈して」おり、その概念的な特徴のみに
焦点が当てられ（小久保 , 2007, pp.25 -26）、CSR を導出する直接的な行動とは捉えられていない
ようである 6。またオーセンティック LS は、リーダーの全人格的要素を検討するため、CSR を
推進する LS それ自体を問うているわけではない。CSR に関する要素は、オーセンティック LS
の一部に過ぎないことから、CSR に正の影響を及ぼすかもしれないが、その LS 自体が全面的に
CSR を推進するわけではないと考えられる。
　ついでスピリチュアル LS である。そもそも “spirituality” とは、「霊性、精神性、崇高さ、高邁






術的研究は極めて少ないことが指摘される（戒野 , 2011, pp.31-32）。
　そしてサーバント LS は、1970 年に R. K. Greenleaf によって提唱された古典的な概念である。
サーバント LS は奉仕者としてリーダーを捉え、「利害関係者の要求に注意を向け、モラル的な
要素を持ち、自己犠牲的」に行動する LS である。倫理の要素が見られるものの、サーバント LS
の特徴は傾聴、共感、癒し、気づき、説得、概念化、洞察、奉仕の心などであり、CSR との直
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接的な関連性が不明確なのである（小久保 , 2007, pp.27-28）。サーバント LS に関する先行研究で
も、サーバント概念の探求や、従業員に奉仕する行動と従業員管理を問うなど（真田 , 2013 ; 豊
田 , 2017）、必ずしも CSR を推進する直接的なリーダー行動としては認識されていない。
3.2. CSR により接近する倫理的リーダーシップ
　オーセンティック LS、スピリチュアル LS、サーバント LS への関心が高まっているが、それ
らはリーダー自身の道徳や高潔さを問うことに限定されており、CSR を推進する LS を直接的に
想定しているわけではなかった。このことを踏まえ、以下では CSR とより直接的な関係を持つ
であろう「倫理的リーダーシップ」（ethical leadership, 以下 , 倫理的 LS）について検討していく。
倫理的 LS は、「個人活動と個人間関係を通した規範的で適合的な行動であり、双方向のコミュ
ニケーションや意思決定を通してフォロワーの行動を促進する」と定義される（Brown et al., 






LS が有する哲学的背景を考察している。Dion によると、倫理的 LS は単一の背景ではなく、多
様な哲学的な思考を基礎にしており「道徳的な柔軟性」（moral flexibility）があるという。また、
Kim ほか（2015）も、韓国における伝統的価値観を踏まえて倫理的 LS を哲学的に考察している。
自己修養・研鑽がもたらす倫理的なインテグリティが LS を発展させる前提条件であり、さらに
“Zhixin-Chijing” という精神と内的献身性を涵養する同国の伝統的リーダー観が、倫理的 LS との
間に共通する特徴であるという。Dion や Kim ほかの研究では、倫理的 LS の概念について、既
存の倫理学を応用したり、国・地域の伝統的な価値観に基づいた抽象的かつ形而上学的な考察が
行われている。
　第２に、他の LS との比較から倫理的 LS の特徴を考察する研究がある。例えば、Yasir and 
Mohamad（2016）は、オーセンティック LS とサーバント LS に加えて、さらにトランスフォー






Toor and Ofori（2009）も、同様のアプローチに基づいて、変革型 LS とトランザクショナル・
創価経営論集　第43巻 第１号 
リーダーシップ（transactional leadership, 以下 , 取引型 LS）との比較を行っている。変革型 LS
はフォロワーの態度や価値観を変化させるのに対して、取引型 LS は報酬と管理・強制によって
部下の行動を統制する LS と捉えられる。Toor and Ofori は、シンガポールの建設業を対象に調
査した結果、倫理的 LS は変革型 LS に対して正の影響を及ぼすという。企業が変革に直面した
際に、倫理的なリーダーは従業員をして通常以上の労力を厭わない姿勢や態度を醸成させるから
だという。また、倫理的リーダーは従業員との関係を経済的な取引や契約を超えるものと捉える
ため、倫理的 LS と取引型 LS 間には正の関係性が見られない。倫理的リーダーは、経済的な関
係を超えて従業員の意思や態度に影響を及ぼすことができるのだという。このように、異なる
LS との比較を通して倫理的 LS の特徴が抽出されている。








それが高まるほど企業をより倫理的にする。Huang and Paterson によると、倫理的 LS は、倫理
的な組織文化を醸成し集団としての倫理表明を促進することになるという。さらに、Zhu ほか
（2014）は、中国の観光関連企業調査から倫理的 LS を考察している。CSR への評価が高い企業
であれば、強い倫理的 LS が見られると想定されるが、実際には倫理的 LS の強弱とは関係はな
かった。組織的な CSR 推進体制が構築されているならば、経営者の倫理的 LS による CSR への





ていた。すなわち、オーセンティック LS、スピリチュアル LS、サーバント LS であったが、こ
れらは直接的に企業の CSR を導くリーダーの行動特性というよりは、彼自身の道徳や高潔さを
問うことに限定されていた。つまり CSR や倫理に関しては、それぞれの LS を構成する一要因に
過ぎずに、LS が実際の CSR へと具現化してくることについては看過されている。
　それゆえ CSR に対して、より直接的に関連する倫理的 LS に注目することにした。倫理的 LS
は倫理そのものを中核要素とする LS 理論であり、経営者の倫理性、および組織とフォロワーへ
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の影響という２つの視点が含まれている。先行研究では、まず倫理的 LS の概念を探求する考察
があり、哲学や文化を援用して抽象的・形而上学的にその特徴が抽出されていた。ついで倫理的
LS の概念について、他の LS（変革型 LS と取引型 LS）との比較を通して、より具体的にその特
徴に迫ろうとする研究も見られた。とくに倫理的 LS は変革型 LS に正の関係を有することが指
摘されていた。そして、倫理的 LS のフォロワーへ与える影響については、リーダーが倫理的で
あるほど組織文化も倫理的になることを指摘する一方で、CSR が制度化されている企業では倫




企業を意識した倫理的 LS 研究は見受けられない。このことは、倫理的 LS の CSR に及ぼす影響






　CSR では制度化に対する研究を中心としつつも、2000 年代初頭以降には、CSR と LS の関係










課題１：倫理や CSR に関する視点は、各 LS の一要素として認識





特徴４：他の LS 論との比較からの倫理的 LS 概念の考察
特徴５：倫理的 LS のフォロワーへ与える影響




営者の LS が CSR に及ぼす影響を考察するのには、中小企業こそ研究対象とすべきだと考えられ
る。以下では、中小企業の CSR を推進する経営者の LS と、その CSR の持続性を担保する事業
承継について検討し、中小企業における SRL とその承継に関する試論構築のための前提をつくる。




に企業行動を導く LS のことである。社会的に責任あるリーダーが、CSR の制度化の有無に関係
なく、その個人的な価値観や理念によって CSR を牽引していく。例えば、松下幸之助の「水道
哲学」や、Jonson & Jonson 社の３代目経営者 R.W. Jonson の「我が信条」（Our Credo）といっ
た理念は、CSR を実現させる強いリーダーの意志であり SRL の片鱗を見ることができる 8。社会
的に責任ある企業は、社会的に責任あるリーダー無くしては誕生しえないし（Godos-Diez et al., 
2011）、企業が CSR をつねに実践するためには、SRL の恒常的な存在が必要だと考えられる。実
際に経営者の意思が、CSR の範囲（株主だけか、それともステークホルダー全体を対象とする
のか）を決定する際に重要になることも指摘されている（Waldman and Siegel, 2008, p.120）。




識こそが、SRL を発揮するモチベーションになるという。また Arishi ほか（2018）は、経営者
による SRL が従業員の離職意思の低下に作用すると指摘している。SRL を発揮する経営者に率
いられた企業では、従業員の在職期間の長期化を促進することから、結果的にその競争力強化に
結実するという。さらに変革型 LS と取引型 LS との比較考察を行う Groves and LaRocca（2011）
の研究もある。社会的に責任あるリーダーは、①社会利害を優先させるステークホルダー価値と、
②企業利益を考慮する経済的価値の２つの価値観を有している。前者には変革型 LS、後者には
取引型 LS の特徴が関係してくるのであり、SRL には変革型と取引型の双方の LS の特徴が内包
されていることを指摘している。
　このように SRL 研究は、概念的特徴、従業員への影響、他の LS との比較について研究されて
きた。しかし先行研究では、中小企業において、経営者の LS が従業員に影響を及ぼして暗黙的
CSR として具現化すること、さらに SRL が事業承継を通して受け継がれること、すなわち中小




















は、①事業承継の事前準備や計画策定（Donald, 1997; 河原 , 2018）、②株式・財産の相続と税
制（Burpee et al., 2001; 山下・生田 , 2017）、③事業承継後の企業支配（新村 , 2016; 後藤 , 2017）、
④承継危機を救済する M&A の活用（Mickelson and Worley, 2003; 上田 , 2017）、⑤金融機関や経
営コンサルタントによる事業承継支援（Sinkin and Putney, 2013 ; 伊東・川畠 , 2017）など多様な
研究が行われており、研究蓄積の進展を見て取ることができる。
　ソフト（ヒト）に関しては、日本では経営理念を受け継ぐべきだとか、それを受け継ぐ覚悟を
指摘する実務事例・報告に終始していて学術的な研究は見受けられない（中村 , 2009; 星野・石














事業承継および中小企業 CSR 研究の研究蓄積を補うことになる。さらに、経営者の SRL に基づ
いて事業承継を研究することは、CSR と LS の関係性に新たな視点を付与できる（図表４）。ま
た逆説的になるが、CSR と LS が事業承継における重要な要素の１つになることも示せると考え
ている。
　5. むすびにかえて
　本論文では、中小企業の CSR を推進する経営者の SRL とその承継について、予備的な考察を
行い、中小企業の CSR の持続性を担保する試論の構築を研究目的とした。以下では、本論文の
内容をまとめるとともに、この試論と今後の課題を提示してむすびにかえたい。まず、中小企
業の CSR 推進における経営者の LS を考察する前提として、中小企業それ自体の性質を考察し
た。中小企業は同族企業であるため、経営者の LS がその行動に大きな影響を及ぼす。長期間に
及ぶ在職期間は彼の LS を強固にし、最終的には子息を中心に家族・親族へと事業承継されてい
く。また中小企業の CSR は暗黙的 CSR であるため、CSR においても経営者の LS に依存せざる
を得ないことが示された。
　ついで、CSR と LS に関する先行研究をレビューした。CSR 研究の主流は制度化に関するも
のであり、大企業を対象として組織的な CSR 推進体制と CSR 報告が考察されていた。それゆえ、
中小企業の CSR への認識が不十分になり、かつ CSR を推進するヒトやその LS の視点が看過さ
れてきた。このことを踏まえて、経営者の LS に関する CSR 研究のレビューを行った。エンロン
事件後には、オーセンティック LS やサーバント LS などに注目が集まったが、これらの LS では
CSR 要因はその一部に過ぎないため、倫理を中心的要素として捉える倫理的 LS に注目した。そ
こでは、その概念や組織・従業員への影響が考察されているものの、倫理的 LS の CSR 行動への
結実については看過されていた。なお、これら倫理や CSR に関する LS 研究は、主として大企業
を想定しているようであった。
図表４：事業承継に関する先行研究と本論文の位置づけ
先 代 経 営 者
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　そして本論文では、SRL が従業員を動員して実際の CSR を推進する LS になると捉えた。SRL
は企業と社会の双方の発展を目指す LS であり、その存在なくしては社会的に責任ある企業行動
を取ることができない。しかし、SRL 研究においても、SRL が CSR 活動をどのように具現化さ




　それゆえ中小企業の CSR では、暗黙的 CSR の視点を通して、経営者の価値観と理念に依拠し
た SRL に注目する必要がある。現経営者の SRL には、先代経営者の理念や価値観、そして LS
が反映されていると推察される。なぜなら先代経営者の取り組みを、後継者は子息として見聞
き・体験しているため、それが現経営者の行動にも反映されると考えるからである 9。現経営者
が SRL を発揮することで、平時・有事を通して地域社会に対する CSR が果たされるのである。
そして、現経営者の SRL を子息を中心とする次代経営者へと承継していくことで、社会的に責
任ある企業行動（暗黙的 CSR）の持続性が担保される。このようにして、中小企業の持続的な








CSR を考察していくことで、この試論を修正・精緻化して、より精確な中小企業 CSR の持続性
と SRL に関する枠組みを構築していきたい。
図表５：中小企業の CSR の持続性に関する試論


























                                                     出所：筆者作成。
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【注】





3  明示的 CSR と暗黙的 CSR の詳細については、Matten and Moon（2008）を参照のこと。
4  近年では、中小企業でも親族外の事業承継が増加傾向にあるものの、依然として事業承継の中心は経営者の子
息が主流のままである。詳細は義永（2014）を参照のこと。
5  CSR 報告については、情報の非対称性を踏まえたステークホルダーへの伝達の在り様（Michaels and Grüning, 
2017）、CSR 報告書発行による企業への経済的効果（Cho et al., 2015）、取締役会構成の多様化と CSR 報告の促
進状況（Rao and Tilt, 2016）などの研究がある。
6 オーセンティック LS が、CSR に及ぼす影響を考察する研究も若干ながら存在する。例えば、Carroll and 
Buchholtz（1999）の「CSR ピラミッド」に対して、オーセンティック LS の構成要素が及ぼす影響を問う Luo 
and Shi（2009）の研究がある。
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Cap DAX）、TecDAX の構成銘柄（以下、それぞれ DAX30 社、MDAX50 社、TecDAX30 社と表
記）における、監査役指名委員会の設置状況を分析し、その結果を示したものが図表１(3) である。
創価経営論集　第43巻 第１号 











方 TecDAX30 社では監査役指名委員会自体をそもそも設置していないためが 100% となってい
る。このことから、DCGK の準拠率だけからは読み取れない、ドイツ上場企業における監査役
指名委員会の実態が隠れていることが窺える。なお、標本企業で共同決定制度の非適用企業は、
DAX30 社で２社 (4)、MDAX50 社で８社、TecDAX30 社で 14 社であり、TecDAX30 社では過半
数である。
図表１：ドイツ上場企業の監査役指名委員会の設置状況
DAX 30 社 MDAX 50 社 TecDAX 30 社
標本数 26 社 44 社 27 社
監査役指名委員会設置
企業数 26 社 39 社 19 社
設置率 100％ 89％ 70％
DCGK の監査役指名委員会
の勧告非準拠
企業数 2 社 6 社 8 社
非準拠率 8％ 14％ 30％
非準拠の内訳：労働者側代
表監査役をメンバーに含む
企業数 2 社 1 社 0 社
非準拠に占める割合 100％ 17％ 0％
非準拠の内訳：監査役指名
委員会を設置していない
企業数 0 社 5 社 8 社
非準拠に占める割合 0％ 83％ 100％





　DCGK § 5.3.3 の非準拠企業名は図表２に挙げた通りである。そして、これら計 16 社が説明
する非準拠理由を整理したものが図表３である。なお、DCGK の原則には、遵守しない場合に
はその事実の公表（2009年以降はその理由の説明も）を義務付けられている勧告（Empfehlungen）
と、これが義務付けられていない推奨（Anregungen）の２種類がある。DCGK § 5.3.3 の原則は、
勧告である。
　労働者側代表監査役をメンバーに含む監査役指名委員会の設置による非準拠企業３社（行）
は、Commerzbank AG、Deutsche Bank AG、Aareal Bank AG である。ドイツ銀行法では、2014
年の改正により、規模や活動の範囲等に応じて、執行役指名委員会の設置が義務付けられている





















































































































※ GB はアニュアルレポート、Erklärung は DCGK の準拠表明を指す。




Commerzbank AG と Deutsche Bank AG が３対２であり、Aareal Bank AG が４対１である。さ
らに、３行とも監査役指名委員会の委員長は資本家側代表監査役が務めており、資本家側優位の
状況となっている(5)。
　図表３の GFT SE 中に登場する管理役会（Verwaltungsrat）であるが、これは単層式の取締
役会構造における取締役に相当する。GFT SE は、ヨーロッパ会社（Societas Europaea、略称
SE）である。ヨーロッパ会社は、二層式の取締役会構造に代わってイギリス式の単層式の取締





が一般的に設置されていた（海道 , 2005, pp.52-54）。
2．監査役指名委員会を設置しない企業とその理由







1965 年から法律で規定されている（Lieder, 2006, S. 751）。この委任禁止事項（Delegationsverbote）






とえば、ドイツ大企業 100 社 (6) における過半数所有主体なしの企業数は、2016 年時点で６社の
みと極めて少ない（Monopolkommission, 2018, S.420）。
　最後に、その他は、Bechtle AG である。同社は、監査役数が 12 名で共同決定法適用企業であ
るものの、「監査役会の編成（Besetzung）の観点から監査役会は現在、指名委員会を設置する
必要があるとみなさない（Bechtle AG, 2017, S.52）」と説明するだけで、なぜ必要がないのかに
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ついては具体的に言及していない。
　ただし、Bechtle AG は共同決定法適用企業であり、監査役会は労資同数の 12 名から成り立っ
ている。また、ほとんどのメンバーが独立監査役から構成されるとしているものの（Bechtle 
AG, 2017, S.52）、大株主である Karin Schick（彼女の父が創業者の１人）が、会長ではないもの
の監査役の中に含まれている（Bechtle AG, 2017, S.200）。株主構成は、Karin Schick が 35.02%、


















　制度とは、「人間の社会的営みの仕組（小松 , 1983, p.6）」であるが、これは社会的に容認さ




























（1951 年成立）は、労働組合からのストライキの圧力を背景に制定されたものである（二神 , 
1971, p.21）。また、共同決定法は、社会民主党（Sozialdemokratische Partei Deutschlands、略称
SPD）と自由民主党（Freie Demokratische Partei、略称 FDP）の連立政権下の 1976 年に成立し
たが、これも自由民主党の合意を得るための妥協により資本家側優位の仕組みとなり、モンタ









報を直に得ることができるといったメリットがある（山崎 , 2013, pp.38 -48）。すなわち、「共同決
定制度のもとでの労働側の利害と経営の自律性の確保という企業側の利害は十分に一致しうるも
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（山崎 , 2013, pp.42 -48）。実際に、2005 年のメルケル政権の誕生は、前シュレーダー政権の労働









より労働者の大規模な反発が抑制されたといわれる（山崎 , 2013, pp.405-407）。
　その他に、2015 年時点で、ドイツ企業の労働生産性（労働者１人が１時間で生み出す GDP）
は、日本よりも 46% も高い（熊谷 , 2017, p.33）。また、株価指数の国際比較を見ても、ドイツの
DAX は 2015 年に 1986 年比で７倍にまで上昇し、アメリカの S&P500 の９倍にほぼ匹敵する上















村 , 2017; ヴォーゲル , 2018 ; 岩井 2018）。
　ドイツにおいても、2009 年の DCGK の改訂の際に、会社役員の責任・義務として、「企業の
利益」、「企業の存続（Bestand）」、「持続可能な価値創造（nachhaltige Wertschöpfung）」の概念
が強調されている（Regierungskommission Deutscher Corporate Governance Kodex, 2009, S.2）。
すなわち、「企業の利益」などの概念は、「機関構成員の義務として株主だけではなく、従業員、
債権者、地域社会等の広範な利害を企業家的意思決定において考慮するとともに、これを労働
者代表と所有者代表とが監査役会を通して監視・監督する仕組みを表すものである（風間 , 2017, 







































（cf. 山崎 , 2013）。たとえドイツ程水準が高度なものではないとしても、制度面で日本のステー
クホルダーのための企業経営を擁護する改革がなされなければ、これを維持あるいは復活するこ
とは困難であると思われる。なお、日本にもドイツの共同決定制度に相当するような制度の導
入が必要ではないかとの指摘は、ドイツ企業研究者たちの間でも度々なされてきた（e.g., 渡辺 , 










(1) DCGK は、以下のサイトより入手した。Regierungskommission Deutscher Corporate Governance 





(5) 本段落のこれら３行のデータは全て、各行の 2016 年アニュアルレポートより。
ドイツ上場企業の監査役指名委員会と共同決定制度（村田大学）  0
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昭和 49 年３月 中央大学商学部経営学科卒業
 54 年３月 中央大学大学院商学研究科修士課程修了（商学修士）
 58 年３月 明治大学大学院商学研究科商学専攻博士後期課程退学
平成 15 年９月 経済学博士（創価大学）
【略歴】
昭和 58 年４月 専修大学北海道短期大学商科　講師（経営管理論、労務管理論担当）
 60 年４月 創価女子短期大学経営科　講師（経営学総論、企業論担当）
平成 元 年４月 創価大学経営学部　助教授（経営学総論、企業形態論担当）
 ６ 年４月 創価大学経営学部　教授（経営学原理・企業論・企業と社会担当）
 ８ 年４月 創価大学大学院経済学研究科博士前期課程講義担当（経営学特論）
 15 年４月 創価大学大学院経済学研究科博士後期課程講義担当（経営学特殊研究）
 ２ 年４月 中央大学商学部　非常勤講師（平成４年３月まで、経営学史担当）
 ５ 年４月 工学院大学工学部　非常勤講師（平成６年３月まで、経営学担当）
 ７ 年３月 ハイデルベルグ大学　客員研究員（平成８年３月まで）
 ７ 年４月 マンハイム大学　非常勤講師（平成８年２月まで）
 12 年４月 埼玉大学経済学部　非常勤講師（平成 16 年３月まで、経営学原理、経営学総論、
現代企業論担当）
 14 年４月 文京学院大学大学院　非常勤講師（平成 15 年３月まで、経営学研究、経営学
演習Ⅰ , Ⅱ担当）
 15 年６月 明治大学経営学部　非常勤講師（平成 17 年３月まで、比較経営論、ドイツ語
外書講読担当）
 15 年９月 慶應義塾大学大学院　訪問教授（平成 16 年３月まで）









 23 年４月 埼玉大学経済学部　非常勤講師（平成 23 年９月まで、企業論担当）
 24 年４月 東洋大学経営学部　非常勤講師（コーポレート・ガバナンス論、コンプライア
ンス経営論担当、平成 30 年３月まで）
 25 年４月 専修大学商学部　非常勤講師（国際経営 A、比較経営・欧米担当、平成 30 年
３月まで）
 27 年４月 明治大学大学院経営学研究科　非常勤講師（現代企業論 A、B 担当、平成 30
年３月まで）
【学会および社会における活動等】
昭和 54 年９月 日本経営学会入会
 　 　機関紙編集委員（平成 12 年～ 16 年）
 　 　常任理事（平成 16 年～ 19 年）
 　 　常任理事（平成 22 年～ 25 年）
 　 　財政問題検討委員会・委員（平成 22 年～ 25 年）
 　 　常任理事（平成 25 年～ 28 年）
 　 　財政改革委員会・委員長（平成 25 年～ 28 年）
 　 　年報編集委員会・委員（平成 25 年～ 28 年）
 　 　90 周年記念事業委員会・副委員長（平成 27 年～ 28 年）
 　 　倫理委員会委員（平成 27 年～ 28 年）
 　 　会計監査人（平成 28 年～ 31 年）
昭和 62 年５月 証券経済学会入会（平成 30 年６月退会）
平成 ２ 年 ６月 日本経営教育学会入会（平成 23 年から日本マネジメント学会に改称）
 　 　幹事（平成２年～平成９年）
 　 　理事・組織委員（平成９年～平成 12 年）
 　 　常任理事・組織委員会副委員長（平成 12 年～ 15 年）
 　 　常任理事・組織委員会委員長・大会委員長、産学交流研究集会委員長（平成
　　15 年～ 18 年）
 　 　理事・関東部会長（平成 21 年～ 24 年）
 　 　理事・山城賞委員会副委員長（平成 24 年～ 27 年）
平成 ５ 年 ６月 経営学史学会入会（平成 26 年２月退会）
平成 ５ 年10月 アジア経営学会入会
 　 　幹事（平成５年～９年）
佐久間信夫名誉教授の略歴  0
 　 　評議員（平成９年～ 12 年）
 　 　理事（平成 12 年～ 18 年）
 　 　機関誌編集委員（平成 15 年～ 18 年）
 　 　プログラム委員（平成 15 年）
 　 　会計監査人（平成 18 年～ 21 年、平成 21 年～ 24 年）
 　 　評議員（平成 24 年～ 27 年）
 　 　評議員（平成 27 年～ 30 年）
 　 　学会賞・研究奨励賞審査委員会・委員（平成 29 年～）
平成 ５ 年10月 日本経営財務研究学会入会（平成 24 年退会）
平成 ６ 年10月 日本財務管理学会入会
 　 　理事（平成 11 年～ 17 年）
 　 　理事（平成 20 年～ 22 年）
 　 　常任理事（平成 23 年～ 26 年）
 　 　理事（平成 29 年～ 32 年）
平成 10 年４月 経営行動研究学会入会
 　 　研究委員会委員（平成 11 年～）
 　 　理事（平成 22 年～ 25 年）
 　 　理事（平成 25 年～ 28 年）
 　 　理事（平成 28 年～ 31 年）
平成 10 年７月 経営哲学学会入会（平成 19 年退会）
平成 13 年９月 ＮＰＯフェア・レーティング入会（平成 17 年退会）
 　 　理事（平成 14 年～ 17 年）
 　 　副事務長（平成 16 年～ 17 年）
平成 15 年８月 経営学検定試験協議会委員（現在に至る）
平成 15 年11月 日本学術会議第３部・コーポレート・ガバナンス研究連絡委員会委員・幹事
（平成 18 年 11 月まで）
平成 18 年３月 経営戦略学会入会（平成 23 年３月退会）
平成 20 年７月 日本経営倫理学会入会
平成 22 年12月 神奈川大学国際経営研究所機関誌査読委員
平成 23 年12月 第 12 回経営学会国際連合（IFSAM）世界大会・組織委員会副委員長
平成 26 年４月  独立行政法人大学評価・学位授与機構　学位審査会専門委員（平成 28 年３月
まで）
平成 28 年４月 独立行政法人大学評価・学位授与機構　学位審査会専門委員（平成 30 年３月
まで）
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 9 　『企業集団支配とコーポレート・ガバナンス』（共編著）文眞堂、平成 10 年１月
10　『現代経営学』（編著）学文社、平成 10 年３月
11　『多元的経営環境と経営教育』（共著）学文社、平成 11 年 10 月











23　『企業統治構造の国際比較』（編著）ミネルヴァ書房、平成 15 年 10 月
24　『経営学検定試験公式テキスト＆キーワード集』（共編著）中央経済社、平成 15 年 10 月

























46　『CSR とコーポレート ･ ガバナンスがわかる事典 』（共編著）創成社、平成 19 年７月



















60　『経営学検定　経営用語・キーワード』（執筆分担）中央経済社、 平成 22 年９月　
61　『経営学概論』（編著）創成社、平成 23 年２月


















79　『多国籍企業の理論と戦略』（編著）学文社、平成 28 年 12 月
80　『現代経営組織要論』（共編著）創成社、平成 29 年４月
81　『M&A の理論と実際』（共編著）文眞堂、平成 29 年 10 月
82　『地方創生のビジョンと戦略』（共編著）創成社、平成 29 年 10 月
83　『コーポレート・ガバナンス改革の国際比較』（編著）ミネルヴァ書房、平成 29 年 11 月
84　『現代国際経営要論』（編著）創成社、平成 31 年 1 月
【学術論文】
 1　「ヴェブレンの企業論に関する一考察」（単著）昭和 54 年３月（中央大学修士論文）
 2　「ヴェブレンの『技術者ソヴィエト』論」（単著）『明治大学大学院紀要』第 18 集、昭和 56
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年２月
 3 「W. ウィスラーの制度主義経営学」（単著）『明治大学大学院紀要』第 19 集、昭和 57 年２月
 4 「ヴェブレンと『制度』概念」（単著）『専修大学北海道短大紀要』第 16 号、昭和 58 年 12 月
 5 「多国籍企業の組織展開」（単著）『専修大学北海道短大紀要』第 17 号、昭和 59 年 12 月
 6 「R.A. ゴードンの株式会社支配論」（単著）『創価女子短期大学紀要』第３号、昭和 62 年 12 月
 7 「P.I. ブランバークの株式会社支配論」（単著）『創価女子短期大学紀要』第５号、昭和 63 年
12 月
 8 「D.M. コッツの金融支配論」（単著）『創価経営論集』、第 15 巻３号、平成３年３月
 9 「J.M.Budish の人民資本主義批判」（単著）『創価経営論集』第 16 巻 ２・３合併号、平成 4 年
３月
10　「V. パーロの人民資本主義批判」（単著）『創価経営論集』第 17 巻２号、平成４年 11 月
11　「T. ヴェブレンの産業合同論」（単著）『創価経営論集』第 17 巻 ３号、平成５年３月
12　「機関所有と株式会社支配」（単著）『経営教育年報』第 12 号、平成５年６月






18　「株式相互所有に関する諸説の検討」（単著）『創価経営論集』第 19 巻２号、平成６年 11 月
19　「企業集団における社長会の機能」（単著）『創価経営論集』第 19 巻３号、平成７年３月







25　「T. ヴェブレンの企業理論 (1)」（単著）『創価経営論集』第 23 巻１号、平成 10 年７月
26　「ドイツの会社支配における銀行の役割」（単著）『経営学論集』68（日本経営学会）、平成
10 年９月
27　「アメリカ企業支配論の展開」（単著）『創価経営論集』第 23 巻３号、平成 11 年３月




30　「ドイツの企業間関係と企業統治」（単著）『明大商学論叢』第 83 巻第 2 号、平成 13 年２月
31　「日本における株式会社機関の改革の現状」（単著）『創価経営論集』第 25 巻 1・2・3 合併号、
平成 13 年３月
32　「武田薬品工業の企業統治」（単著）『医療と社会』第 11 巻１号、平成 13 年８月
33　「三菱商事の企業統治改革」（単著）『創価経営論集』第 26 巻１号、平成 13 年 12 月
34　「企業支配論の論点」（単著）『創価経営論集』第 26 巻２号、平成 14 年２月
35　「V. パーロの株式会社支配論」（単著）『創価経営論集』第 26 巻３号、平成 14 年３月
36　「監査役の機能強化と企業統治活動の実態」（単著）『創価経営論集』第 27 巻１号、平成 15
年１月
37　「委員会等設置会社と企業統治」（単著）『創価経営論集』第 27 巻 2・3 合併号、平成 15 年２月
38　「商法改正と日本の企業統治」（単著）『経営行動研究年報』第 12 号、平成 15 年５月




41　「外部監視と日本の企業統治」（単著）『創価経営論集』第 30 巻第 2・3 合併号、平成 18 年３月
42　「機関投資家と企業統治改革」（単著）『創価経営論集』第 33 巻第３号、平成 21 年３月
【翻訳】
 1　P. I. ブランバーク著、中村瑞穂監訳『巨大株式会社』（共訳）文眞堂、昭和 55 年 12 月
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第 1 条　本会の事業年度は 4 月 1 日より始まり，翌年 3 月 31 日に終る。
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